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はじめに 

 

外務省（2018）「対バングラデシュ人民共和国 国別開発協力方針」によれば、近年バングラデシュ

は年率 6%強の経済成長を遂げ、南アジア地域の安定と経済発展に重要な役割を果たしており、同国を

支援することは、我が国外交政策上の必要性が高いと位置付けられている。そのためバングラデシュ

に対する我が国 ODA の基本方針（大目標）は、同国の「中所得国化に向けた、持続可能かつ公平な経

済成長の加速化と貧困からの脱却」を支援することとなっている。一方、バングラデシュが、2021 年

までに全国民が中所得国レベルの生活を享受できる社会の実現を目指していたものの、引き続き「全

国民が受益可能な経済成長の加速化」とともに、貧困、教育、保健、ジェンダー等「社会脆弱性の克

服」が課題（中目標）となっている。 

2022 年 2 月には、バングラデシュと日本の外交関係樹立 50 周年を迎えた。独立行政法人国際協力機

構（Japan International Cooperation Agency：JICA）の歩みを振り返る冊子「バングラデシュと JICAの協

力 50年―黄金のベンガルをめざして―」によれば、JICAの対バングラデシュ開発協力は、1973年 3月

に青年海外協力隊駐在員事務所を開設したことに始まり、2023年 3月には 50周年を迎えた。JICA海外

協力隊（旧青年海外協力隊）の派遣に始まった協力は、その後、個別専門家の派遣や研修員受入によ

る技術協力、有償資金協力、無償資金協力、民間連携といった幅広い協力に拡大していった。 

JICAによる同国教育セクターへの支援は、かつては JICA海外協力隊による草の根支援のみであった

が、2000 年前後からプロジェクト形成へ向けた個別専門家の派遣が開始され、2002 年にバングラデシ

ュと JICA との間で「技術協力協定書」が締結されたことにより、2004 年より初等理数科教育分野にお

いて国立初等教育アカデミー（National Academy for Primary Education：NAPE）をカウンターパート機

関とする技術協力プロジェクトを実施することとなった。同プロジェクトは、同国の初等大衆教育省

（Ministry of Primary and Mass Education：MOPME）による「第二次初等教育開発プログラム（Second 

Primary Education Development Program：PEDP 2）」の枠組みの中で実施されるサブセクターワイドアプ

ローチ型の JICA 教育協力ということで、相手国政府の政策と一体となった特徴的な取り組みが求めら

れることとなった。 

2010 年から始まった「第三次初等教育開発プログラム（Third Primary Education Development 

Program：PEDP 3）」では、JICAが「貧困削減戦略支援無償資金協力（2010～2017）」を拠出し、さらに

政策との一体化が進み、「第四次初等教育開発プログラム（Fourth Primary Education Development 

Program：PEDP 4）」（2018～2025）においても「財政支援方式無償資金協力」の拠出が実施されている。

その間、初等教育局（Directorate in Primary Education：DPE）に派遣された個別専門家（教育政策アド

バイザー等）は開発パートナーコンソーシアム議長を務めることとなった。技術協力プロジェクト

「小学校理数科教育強化計画」はその後フェーズ 2（2010～2017）とフェーズ 3（2019～2025）が実施

され、バングラデシュからは、長年の JICA による教育協力に対する信頼から、初等理数科カリキュラ

ム改訂や理科と算数の教科書・指導書の開発、初等教員養成課程アップグレード、小学校教員の継続

的職能開発（Continuous Professional Development：CPD）改善などへの支援要請があり対応してきた。 

本報告書では、この 20年間の JICAによる、教育セクターにおける様々な支援を概観し、成果と課題

を整理した上で、今後の対バングラデシュ JICA教育協力のあり方を取りまとめる。 
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要旨-1 

要  旨 

 

第 1章 20年にわたる JICAの初等教育分野における支援の取り組み（沿革） 

 独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency： JICA）は、技術協

力プロジェクト「小学校理数科教育強化計画」を 2004 年に開始してから、2025 年の

約 20年間にわたりバングラデシュに対して初等教育支援を行ってきた。 

 技術協力は、バングラデシュ政府の「初等教育開発プログラム（Primary Education 

Development Program：PEDP）」の枠組みに基づき、国家政策と整合的に実施された。 

 技術協力を中核に、個別専門家派遣、無償資金協力・JICA 海外協力隊（旧青年海外協

力隊）・研修員受入など複数スキームを有機的に連携させた支援を展開した。 

 国立初等教育アカデミー（National Academy for Primary Education：NAPE）・国家カリ

キュラム教科書局（National Curriculum and Textbook Board：NCTB）・初等教育局

（Directorate of Primary Education：DPE）など中央機関による制度整備と、海外協力隊

員（旧青年海外協力隊員）による教室現場での授業改善支援が連動し、全国への普及

につながった。 

 他ドナーと連携する開発パートナーコンソーシアムに参加し、政策対話と制度改革の

推進に貢献した。 

 

第 2章 JICA初等教育分野における支援の概要 

 JICA は、個別専門家派遣、無償資金協力、JICA 海外協力隊、協力準備調査、草の根

技術協力、技術協力プロジェクトなど、多様なスキームを通じて、初等教育分野への

支援を行ってきた。 

 個別専門家派遣：技術協力プロジェクトと PEDP の連携支援や政策対話、ドナー調整

などを担う初等教育アドバイザーを継続的に派遣した。 

 無償資金協力：第三次初等教育開発プログラム（Third Primary Education Development 

Program： PEDP3）・第四次初等教育開発プログラム（ Forth Primary Education 

Development Program：PEDP4）に対する財政支援を実施し、資金支出連動指標

（Disbursement Linked Indicator：DLI）に基づく進捗管理を通じて制度改革を支えた。 

 JICA海外協力隊：小学校教育分野での海外協力隊員派遣実績は伸びていたが、2016年

のダッカ・テロ事件後に派遣を休止している。 

 協力準備調査：公文式教材を用いた学習支援の有効性を BRAC スクール（バングラデ

シュ農村向上委員会（Bangladesh Rural Advancement Committee：BRAC））が運営する

ノンフォーマル小学校）で実証し、学力と非認知能力の向上を確認した。 

 草の根技術協力：学校給食、ICT活用、思考力育成に関する教育支援を現地 NGOと連

携して実施した。 

 技術協力プロジェクト：小学校理数科において授業改善を起点に、カリキュラム改訂

支援、教科書・教材開発、初等教育ディプロマ（Diploma in Primary Education：

DPEd）・継続的職能開発（Continuous Professional Development ：CPD）研修制度の改

善などを包括的に行った。  
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要旨-2 

第 3章 JICA教育協力 20年（2004年～2025年）における成果 

 探究型・問題解決型授業の実践：探究型・問題解決型の授業手法を基にした教育パッ

ケージ（算数 1年生～5年生、理科 3年生～5年生）を開発し、全国の初等教員訓練校

（Primary Teacher Training Institute：PTI）や協力校での実践が広がった。教育パッケー

ジは第二次初等教育開発プログラム（Second Primary Education Development Program：

PEDP2）資金で全国 PTI、郡教育センター（Upazila Resouce Center：URC）、小学校へ

配布された。授業研究（Lesson Study）も導入され、教員の授業改善に向けた協働的な

学びを促進した。授業研究は PEDP3予算で全国展開に繋がった。 

 授業改善に向けた啓発活動：授業を改善しようとする教員を主役としたドラマ

「Rupantar Kotha」のテレビ放映や SNS 発信により、保護者や地域社会を含めた授業

改善への意識啓発が行われた。また、海外協力隊員による現場支援も教員の意識変容

に寄与した。 

 スキルの活用と思考の過程を重視したカリキュラムへの改訂支援：カリキュラム分析

や提言を経て、2022 年に新たな初等理数科カリキュラムが策定された。新カリキュラ

ムは、Applying（応用する）、Analysing（分析する）などの高次の認知スキルを重視

し、児童の主体性と実践的学習を促す内容へと大きく変化した。NCTB によるカリキ

ュラム普及研修の実施支援にも貢献した。 

 児童中心の理数科教科書：プロジェクトフェーズ 2 では、学習活動中心・問題解決型

の教科書・指導書が全国に普及された。フェーズ 3 で開発された教科書については、

児童が自ら考え、意見を述べるよう工夫された問いかけや、身近な題材が取り入れら

れている点が特徴で現場からポジティブな評価が得られている。 

 コロナ禍の遠隔教育支援：COVID-19 対応として、テレビ放映用の算数映像教材を制

作。同教材はテレビ放映され、DPE のポータルサイトでも配信され、学校閉鎖中の児

童の家庭学習を支援した。 

 プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）達成状況：初

等理数科教育の質向上を目的として、3 フェーズを通じて、授業改善、カリキュラム

改訂、教科書・指導書の開発、教員研修の充実、関係者の意識改革の促進など、多面

的かつ段階的な取組を行い、PDM に示された成果指標については、3 フェーズを通じ

て概ね達成されたと評価できる。 

 

第 4章 JICA初等教育協力からの教訓 

 プログラムアプローチの中でのプロジェクトの実施：JICA 技術協力プロジェクトは、

授業改善を現場で進める活動と、PEDP 等の政策レベルの調整を担う個別専門家派遣

とが連携することで、制度と実践を結ぶモデルを形成した。教育パッケージの全国展

開や教科書開発への貢献など、制度改革に具体的成果をもたらした。 

 教育の質の改善に向けたカウンターパートの意識・実践改革：当初は協力が限定的だ

ったカウンターパートも、研修や活動を通じて意識が変化し、プロジェクト推進の原

動力となった。本邦・第三国研修、国際学会発表等を通じた動機づけが、非金銭的イ

ンセンティブとして有効に機能した。 
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 メディアを活用した関係者の意識改革：テレビドラマ「Rupantar Kotha」など、マスメ

ディアを通じた啓発活動が、授業改善に対する教員や一般市民の理解促進に寄与した。

教育ドラマの研修での活用や SNS での交流促進も効果的であり、今後の協力において

も有効な手段と位置づけられる。 

 ICT を活用した遠隔教育の可能性：COVID-19 による休校中、JICA が支援したテレビ

放送型の算数教材が学習継続に寄与した。一方で、情報・機材へのアクセス格差も明

らかとなり、今後は通知システムやデジタル環境の整備が重要課題である。 

 

第 5章 バングラデシュ初等教育の残されている課題 

◼ カリキュラム 

 意図されたカリキュラム（シラバス・教科書）：2022 年に改訂された新カリキュラム

は、児童がこれからの社会を生きるために必要とされる能力・態度育成を意識した内

容である一方、依然として認知レベルの偏りや学習内容の重複が見られる。フェーズ

3 で開発された教科書には児童の参加を促す工夫があるものの、記述の誤りや不統一

など修正が必要な点も多い。 

 実施されたカリキュラム（授業）：授業研究の導入により一定の改善は見られたが、

教員の授業指導力には地域・学校間で大きな差があり、指導力の平均スコアも最低基

準をわずかに上回る程度にとどまっている。 

 達成されたカリキュラム（児童の学力）：算数の児童学力テストでは顕著な改善が見

られたが、難易度の高い問題の正答率は低く、学力格差も課題として残る。 

◼ 人材・組織の能力 

 カリキュラム・教科書に関わる人材：中心的役割を果たす人材は育成されつつあるが、

NCTB 職員の異動が早く、知見の継承が困難である。執筆者選定の基準が不明確であ

ることやマネジメント力の不足も課題として残る。 

 研修体制に関わる人材：DPE 訓練課による研修は量的には実施されているが、効果測

定や内容の質的改善が不十分である。カスケード研修の限界やモニタリング活用の不

足も課題である。 

 授業に関わる人材：授業研究は一時期全国に普及したが、現在は授業研究に関する研

修は実施されていない。また、教科知識・教授法を伝達できる人材が不足している。

学校現場で継続的な支援を行える体制整備が求められる。 

 DPE・NCTB・NAPE の課題：人員不足、調整不足、予算執行の遅れなどが、政策実施

や関係者との協働を妨げている。 

 

第 6章 バングラデシュ初等教育の質的改善に向けた提言 

 カリキュラム改訂／教科書開発に対する提言：カリキュラム改訂・教科書開発では、

関係省庁間の連携を強化し、国家カリキュラム枠組み（National Curriculum 

Framework：NCF）等の整合性を確保すべきである。また、専門人材の選定や体制整

備、教科書開発マニュアルの活用と知見の組織的蓄積を通じて、NCTB の実施・管理

能力を向上させる必要がある。 
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 理数科授業の質改善に向けた提言：授業の質向上には、学習環境の整備、授業研究や

研修制度の強化、多様な指導法の導入が必要である。加えて、児童の学習態度や自己

効力感の向上に向けた学習環境づくりと、校長のリーダーシップによる学校全体の取

り組みが求められる。 

 児童の学力向上に向けた提言：児童の学力定着には、「分かる授業」に加えて家庭学

習との連動が重要である。教科書に準拠した教材の開発と配布、家庭学習支援の啓発、

教員への研修を通じて、授業と家庭学習を一体化させた学習支援体制の構築が必要で

ある。 

 

第 7章 今後の JICA教育協力の在り方 

 JICA 教育協力の今後の方向性：バングラデシュの教育発展に向け、日本の理数科教育

の強みや探究・問題解決型学習の実践を活かし、教員の指導力や教育評価の質向上、

非認知能力の育成など新しい分野にも貢献すべきである。地域特性に応じた支援の重

点化も重要である。 

 既存プログラムとの連携の強化：技術協力を軸に、他機関や地方行政強化事業

（Upazila Governance and Development Project：UGDP） などの既存事業と連携し、地方

教育行政の能力強化を図ることで、現場主導の持続的な教育改善が期待される。 

 持続的・効果的な協力のための戦略：重点分野を明確化し、研修のフォローアップや

ICT 活用による遠隔教育支援を強化することで、改革の持続性と実効性を高める必要

がある。 

 現地政府との協力深化：政策提言や人材育成を通じて、教育制度全体への長期的定着

を図る。学校管理者の育成も含めた協力で、現場と政策の橋渡しを強化し、持続的な

教育改善を促進することが求められる。 
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第1章 20年にわたる JICAの初等教育分野における支援の取り組み

（沿革） 

1.1 沿革 

バングラデシュ教育分野への独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation 

Agency：JICA）による教育セクターへの支援の歴史は長いが、初等教育への支援の歴史は

比較的浅い。1971年 12月の独立と同時に日本は外交関係を結び（1972年 2月）、JICAの開

発協力は、1973年 3月に青年海外協力隊駐在員事務所を開設したことから始まった。 

1990 年代後半まで、JICA によるバングラデシュ教育セクターへの支援は JICA 海外協力

隊（旧青年海外協力隊）による草の根支援と数件の無償資金協力と技術協力プロジェクト

による農業大学支援等のみであった。2000 年前後から初等教育セクターでのプロジェクト

形成へ向けた個別専門家の派遣1が開始され、2002年にバングラデシュ政府と日本政府との

間で「技術協力協定」が締結されたことによって、2004 年より初等理数科教育分野におい

て初めての技術協力プロジェクト2が実施されることとなった。 

その後、JICAは 2004年から 2025年の約 20年間にわたり、バングラデシュに対して初等

教育の支援を行ってきた。日本の支援の特徴としては、1) 複数のスキームの有機的なつな

がりを重視したこと、2) 技術協力を中心として、特に理数科を中心に支援を行ってきたこ

と、3) 初等教育にかかる開発パートナーコンソーシアム3の一員として重層的な実施体制で

臨んだことが挙げられる。 

 

出典：JICAビデオ「学ぶ機会を全ての人へ－JICAの基礎教育協力－（2022）」 

図 1-1 バングラデシュでの JICA のアプローチ 

 

 
1 3名の個別専門家が教育セクターに派遣され、それぞれ DPE、ノンフォーマル教育局、UNICEF連携プロ

グラム（IDEAL）における新規案件の形成を行った。 
2  教育分野での初の民活技術協力プロジェクトであり、また広島大学が国立大学法人として初めてコンサ

ルタント契約で現地活動するものとなった。 
3 参加している開発パートナーの数は、PEDP1：8、PEDP2：11、PEDP3：10、PEDP4：6となっている。 
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1.1.1 スキーム間の有機的連携 

2004 年以降の対バングラデシュの教育支援では、技術協力プロジェクト4を中心に個別専

門家派遣、無償資金協力、JICA 海外協力隊、長期研修5（本邦大学修士課程）を含む研修

員受入、草の根技術協力などと有機的な連携を目指した支援が行われた。同プロジェクト

は、バングラデシュ初等大衆教育省（Ministry of Primary and Mass Education：MOPME）に

よる「第二次初等教育開発プログラム（Second Primary Education Development Program：

PEDP2）」の枠組みの中で実施されるサブセクターワイドアプローチ型の JICA 教育協力と

いうことで、相手国政府の政策と一体となった特徴的な取り組みが求められた。当初国立

初等教育アカデミー（National Academy for Primary Education：NAPE）をカウンターパート

機関としていたが、その後のフェーズでは初等教育局（Directorate of Primary Education：

DPE）、国家カリキュラム教科書局（National Curriculum and Textbook Board：NCTB）、

NAPEの 3機関を対象に活動を行うようになり、技術協力の支援が中央の部局（NCTB）に

対する国定教科書（算数・理科）の開発・改訂支援や、同じく中央部局（DPE）に対する

教員教育政策の策定や、現職教員研修制度を通じた全国の教員への指導といったマクロ的

な支援となっていった。そのため、海外協力隊員（旧青年海外協力隊員）による小学校現

場での実施状況の確認、指導、支援は、改訂された教科書や指導書の促進に繋がった。

PEDP2 時は、技術協力プロジェクトで開発し政府の承認を受けた理数科指導用参考書「教

育パッケージ」を参考にして、各初等教員訓練校（Primary Teacher Training Institute：PTI）

で活動中の協力隊員が新しい教授法などの指導を行った6。「第三次初等教育開発プログラ

ム（Third Primary Education Development Program：PEDP3）時には、NAPEが所管する教員

資格付与（プログラム）（Certificate in Education：C-in-Ed）を初等教育ディプロマ

（Diploma in Primary Education：DPEd）へアップグレードするため、教科書などの教材も

大幅な改訂が必要となったが、プロジェクト日本人コンサルタント（算数教育）と海外協

力隊員（小学校教諭）が改訂作業に当たるなど技術分野での連携が見られた。その後も、

改訂された新教科書の使用方法を普及するために技術協力プロジェクトが推奨していた

「授業研究（Lesson Study）」の手法を、今度は協力隊員のグループがキャラバン隊を編成

して全国各地の小学校をまわり、普及活動を実施した7。 

世界各地の JICA事業において、技術協力プロジェクトと協力隊員との連携方策について

模索が続いていた中、初等理数科分野での教授法の改善や教材の開発といった教室レベル

での具体的な授業改善の部分で、双方の連携が奏功した事例の一つとしてバングラデシュ

の連携事例は上げられるだろう。 

 
4 「小学校理数科教育強化計画」（フェーズ 1：2004年～2010年、フェーズ 2：2010年～2017年、フェーズ

3：2019年～2025年） 
5 課題別研修「アジア地域 初中等理数科教育の質的改善（長期）」：広島大学で 2 年間の修士課程を履修す

る研修。（2011年 3月～2023年 3月：2名） 
6 このうちの一人は、協力隊活動の後、大学院へ進学し、「学習到達度調査と授業分析に基づくバングラデ

シュの初等理科教育に関する研究」で博士号を取得した。（【コラム】バングラデシュ協力隊員その後①で

取り上げた隊員） 
7  協力隊員によるキャラバン隊の中心的メンバーの一人は、この活動を英語の論文にまとめ、インドネシ

アで開催された授業研究の国際大会 WALS2014 で発表した。（【コラム】バングラデシュ協力隊員その後②

で取り上げた隊員） 
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この 20 年にわたる教育セクターへの派遣数は「小学校／教育」46 人、「理数科教員」45

人、「数学教育」1 人で、総人数は 92 人8に上る。また、これら教育隊員のうちの何人かは、

協力隊活動終了後も国際協力の仕事を続けている。 

 

 

 

 
8 JICA青年海外協力隊事務局への聞き取りによる「派遣累計（職種別／2025年 2月 28日時点）」。 

【コラム】バングラデシュ協力隊員その後①（T.K氏：PEDP2時代） 

（１）協力隊に参加した動機は？ 

開発教育の授業で、アフリカの飢饉と日本の食料輸入＆廃棄の実情を知り、世界をより

良くするための力になりたいと思い、海外協力隊（理数科教員）へ参加しました。 

（２）略歴 

大学（工学部）卒→バングラデシュ協力隊→塾講師→国際開発系大学院（中学非常勤講

師、バングラデシュ技術協力プロジェクト短期専門家、学術博士）→国立教育政策研究

所（国際教員比較調査）→教育関係出版社→JICA（嘱託契約）→国立教育政策研究所

（国際学力比較調査）→JICAカンボジア業務調整専門家（現在） 

（３）現在のキャリアを目指した理由・きっかけは？ 

協力隊として教員養成機関で活動中に、職場近くの物乞いで生計を立てている家庭の子

供と話す機会がありました。「今の自分の努力は、学校に行けないこの子の未来にどの

程度届いているのか？」と考えた時、もっと経験を積んで力をつけ、より影響力のある

仕事をしたいと思ったのが一番の理由です。 

【コラム】バングラデシュ協力隊員その後②（D.U氏：PEDP3時代） 

（１）協力隊に参加した動機は？ 

教員養成系大学の在学中、「このまま学校の先生になったとして、何を子供に伝えるこ

とができるのか」と立ち止まったとき、大学を卒業して教員になる前に、以前から興味

のあった海外協力隊（小学校教諭）に行ってみたいと考えました。 

（２）略歴 

大学（教育学部）卒→バングラデシュ協力隊→国際開発コンサルティング企業（バン

グラデシュ技術協力プロジェクト短期専門家）→文部科学省入省（国際統括官付、大

臣官房国際課）→総合教育政策局日本語教育課日本語教育機関室指導係長（現在） 

（３）現在のキャリアを目指した理由・きっかけは？ 

教員養成に携わったバングラデシュでの活動を通じて、教育行政が教員養成や学校教

育といった学校現場に大きな影響を与えていると感じ、帰国後も教育行政の立場で学

校現場に広く影響を与えながら、最前線で尽力する学校の先生をサポートする仕事を

したいと考えたのがきっかけです。 
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PEDP2 では開始当初、JICA は財政支援を行っていなかった。そのため JICA は PEDP の

正式なメンバーとして認められず、プロジェクト活動のすべてにおいてバングラデシュ政

府の承認手続きが生じた。その教訓から PEDP3 では「貧困削減戦略支援（Poverty 

Reduction Strategy：PRS）無償資金協力」のスキームを使って年間 5億円×5か年の資金協力

を行うことで、DPE からも協力を得られやすくなり、承認手続きも迅速化・簡素化され、

政府や他ドナーとも連携してスムーズに活動が出来るようになった。その結果、PEDP3 で

英国国際開発庁（Department for International Development：DFID）と連携して教科書の再修

正をすることが出来た 9。「第四次初等教育開プログラム（Fourth Primary Education 

Development：PEDP4）」においても「財政支援方式無償資金協力」のスキームを使って複

数年に渡る資金協力を行っているため他ドナーとの連携もスムーズで、COVID-19 の感染

が拡大し学校閉鎖となった際にも学習損失に対するリカバリープランで他ドナーと協調す

る機会を得ることが出来た10。財政支援のトリガーとなる PEDPの進捗モニタリングは個別

専門家を中心に行っているが、PEDP4 の教育の質コンポーネントの成果指標（マクロ指標

11）に対しては、技術協力プロジェクトの活動が関わっている部分もあり、支援の方向性

は一致している。しかしながら、技術協力プロジェクトの介入範囲がカリキュラム・教科

書の改訂支援や継続的職能開発（Continuous Professional Development：CPD）改善支援など、

NCTB や DPE の各種制度を通じて全国の児童や教員が裨益する分野ではあるものの、技術

協力プロジェジェクトから裨益者に対して直接介入する機会は極めて限られており、全国

学力調査（National Student Assessment：NSA）など）で成果の発現を保証できるとは言い

難い。 

一方、現地の中核人材の育成という観点では、JICA の長期研修制度による人材育成の効

果は大きい。PEDP 3の時期に NAPEから広島大学へ派遣されたバングラデシュ人材（算数

教育：1 名、理科教育：1 名）が、日本の教育と自国の教育、世界の教育の潮流、最新の理

数科指導方法などを学び、教育学修士号取得後に帰国し、現在は同国初等教育セクターの

中核人材12として活躍している。一例を挙げるとすれば、PEDP4 で行われている初等カリ

キュラム改訂と教科書開発では、帰国研修員は算数と理科でそれぞれ執筆者の一人として

招集されており、このことは、今後の同国の初等教育分野および理数科教育における JICA

支援の効果が長く継続することを担保すると言える。 

 

 
9 JICAは、算数と理科の教科書を修正（Refinement）するパートを担った。 
10  JICA は、算数の映像授業をバングラデシュ国営放送局（Bangladesh TV：BTV）で放映するパートを担

った。 
11 PEDP4のDLIでは、①カリキュラム改訂・教科書開発、③教員教育と CPD、④アセスメントと試験、な

どが教育の質に関する指標として挙げられている。一方で下位指標 KPI の一つに「Percentage of grade 5 

students achieving Band 5 competencies (All; Boys; Girls)」があり、全国学力テスト（National Student 

Assessment：NSA）の結果を用いている。5年生算数の目標は男女ともに 50%となっている。 
12 PEDP4での初等カリキュラム・教科書改訂では、執筆者の一人として招集されている。（算数：1名、理

科：1 名、それぞれ NAPE から招集されたが、その後 NAPE から異動となり、現在は PTI 教官として、地

方の PTIで訓練生の指導に当たっている） 
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1.1.2 理数科支援の流れ 

日本は、OECD 生徒の学習到達度調査（Programme for International Student Assessment：

PISA）13および国際数学・理科教育動向調査（Trends in International Mathematics and Sicence 

Study：TIMSS）14 の結果でも常に上位に位置し、日本の理数科の学力の高さは世界で認識

されている。バングラデシュにおける日本の技術協力支援は、こうした日本の理数科にお

ける成果に裏付けされた支援であり、バングラデシュからの信頼も厚い。 

フェーズ 1 では、支援の開始当初は、教員の理数科指導能力を高めることで、授業の質

を上げ児童の学びを向上させることを目的としていたため、児童中心型の指導や探求型の

指導に関するトレーニングを教員に対して行うことを主な活動としていたが、それ以前に

カリキュラムや教材にいくつかの問題があることが確認された。1）教科書に間違いがあ

ること、2）教科書が読みにくいこと、3）カリキュラムが指導を難しくしていること、な

どが確認された。そこで、理数科のカリキュラムを詳細に分析し、その課題をバングラデ

シュ政府に提示したところ、高く評価され、その後のカリキュラム改訂・教科書開発支援

に繋がった（「カリキュラム教科書レビュー報告書15」）。本報告書第 5 章では、こうした背

景を踏まえ、主に 2010年以降の教科書、カリキュラム支援を中心に詳細を分析し、課題を

まとめる。 

 

1.1.3 開発パートナーコンソーシアムと JICA 教育政策アドバイザー派遣 

バングラデシュにおける初等理数科教育支援の 3 つ目の特徴としては、個別専門家（教

育政策アドバイザー）が、初等教育分野を支援する開発パートナーによるコンソーシアム

のメンバーの一員として、バングラデシュ政府と連携して PEDP を実施・モニターしてき

たことにある。 

コンソーシアムは、世界銀行（World Bank：WB）、アジア開発銀行（Asian Development 

Bank：ADB）、ヨーロッパ連合（European Union：EU）、国際連合児童基金（United Nations 

Children’s Fund：UNICEF）を始めとする 8～11 の開発パートナーが中心となり、対バング

ラデシュの初等教育支援の重複や齟齬、競合などを防ぎ、効果的に支援を行うために結成

されたものである。そのうち、UNICEF と JICA については技術協力も組み入れられていて、

現場を持った財政支援を担う開発パートナーとなる。JICA は 2004 年からこのメンバーの

一員として参加し、2010年以降は、度々JICA教育政策アドバイザーが全体をまとめるコン

ソーシアム議長（任期は 1 年間）を務め、そのプレゼンスの高さを示してきている。バン

 
13 PISA2022 の結果（OECD 加盟国中）：数学的リテラシー（1 位）、読解力（2 位）、科学的リテラシー（1

位）3 分野全てにおいて世界トップレベル。前回 2018 年調査から、OECD の平均得点は低下した一方、日

本は 3 分野全てにおいて前回調査より平均得点が上昇した。（文部科学省・国立教育政策研究所（2023）

『PISA2022のポイント』https://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/pdf/2022/01_point_2.pdf 
14 TIMSS2019の結果：小学校 4年生算数（5位/58か国）、中学 2年生数学（4位/39か国）、小学校 4年生理

科（4位/58か国）、中学校2年生理科（3位/39か国）小学校・中学校いずれも、算数・数学、理科ともに、

引き続き高い水準を維持している。前回調査に比べ、小学校理科においては平均得点が有意に低下してお

り、中学校数学においては平均得点が有意に上昇している。（文部科学省・国立教育政策研究所（2020）

『国際数学・理科教育動向調査 TIMSS2019のポイント』https://www.nier.go.jp/timss/2019/point.pdf  
15 JSP1 (2009). Study on Bangladesh Primary Mathematics & Science Curriculum and Textbooks (Grade 1 to 5 Math 

& Grade 3 to 5 Science), Unpublished  

https://www.nier.go.jp/kokusai/pisa/pdf/2022/01_point_2.pdf
https://www.nier.go.jp/timss/2019/point.pdf
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グラデシュのサブセクターワイド・プログラムにおける教育協力では技術協力プロジェク

トと個別専門家との連携は成功のための鍵となっている16。 

基本的に個別専門家（教育政策アドバイザー）は政策レベルへの支援であるのに対し、

技術協力プロジェクトでは学校現場レベルへの支援を担い、フェーズ 1～3では、初等教育

サブセクターワイド・プログラムである PEDP と連携しながら、「教育の質」の改善に向け

た具体的な活動に対する支援を実施してきた。 

 

1.2 初等教育における支援の概要 

「バングラデシュと JICA の協力 50 年」17では、初等教育分野の課題は、「教室数や教員

数には改善が見られるものの、十分な授業時間の確保、教員の質の向上、研修機関の能

力・人材不足等課題が残る」と捉えられていて、今後の方向性については「我が国の国内

外での具体的成果や優位性を活かした初等教育の質の向上に向けた協力」と述べられてい

る。 

バングラデシュ初等教育セクターの教育支援の特徴は、PEDP と呼ばれる初等教育サブ

セクターワイドアプローチをとっていることにある。各支援国・各支援機関がすべてこの

枠組みの中に入ることで、効率的・効果的なプログラム運営を目指してきた。 

表 1-1 初等教育開発プログラム（PEDP）と JICA 小学校理数科教育強化プロジェクトの関係 

    2000  2005  2010  2015  2020  2026 

初等教育開発プログ

ラム (PEDP) 
  

 
 

 
   

 
    

 
   

小学校理数科教育強

化プロジェクト

（JICA Support 

Program：JSP）  

                 

 

表 1-2 PEDP の変遷（初等教育サブセクターワイドアプローチ） 

初等教育開プログラム 

フェーズ 期間 予算 財政支援パートナー 特徴 

第一次初等教育開

発プログラム 

（First Primary 

Education 

Development 

Program,：PEDP 1） 

1998-2003 N/A 0 就学率・修了率向上、

モニタリング教科、個

別プロジェクトの実施

（セクター・ワイド・

アプローチ（Sector 

Wide Approach：

SWAp）前） 

 
16 PEDP2 でのプールファンドを活用した教材の全国配布や、PEDP3 での DFID との教科書修正における協

働も、当時の初等教育アドバイザーの尽力によるところが大きい。 
17  JICA（2022）『バングラデシュと JICA の協力 50 年－黄金のベンガルをめざして―』
https://www.jica.go.jp/Resource/bangladesh/english/office/others/c8h0vm00009u4ya3-att/50years_jp.pdf  

PEDP 1 PEDP 2 PEDP 3 PEDP 4 

JSP1 JSP2 JSP3 

https://www.jica.go.jp/Resource/bangladesh/english/office/others/c8h0vm00009u4ya3-att/50years_jp.pdf
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初等教育開プログラム 

フェーズ 期間 予算 財政支援パートナー 特徴 

第二次初等教育開

発プログラム 

（Second Primary 

Education 

Development 

Program：PEDP 2） 

 

2004-2010 約 11億ドル 11 

 JICA 

 ADB 

 オーストラリア国際

開発庁（Australian 

Agency for 

International 

Development：

AusAID） 

 カナダ国際開発庁

（Canadian 

International 

Development Agency 

Inter：CIDA） 

 DFID 

 欧州共同体

（European 

Community：EC） 

 スウェーデン国際開

発協力庁（Swedish 

International 

Development 

Cooperation Agency：

SIDA） 

 UNICEF 

 WB 

 オランダ 

 ノルウェー開発協力

局（Norwegian 

Agency for 

Development 

Cooperation：

NORAD）  

初等教育 SWAp、ドナ

ー協調、成果指標

（Key Performance 

Indicator：KPI）導入、

プールファンド導入、

DPEに財務課を設置、 

教育アクセスが向上す

るも質の改善見られず 

第三次初等教育開

発プログラム 

（Third Primary 

Education 

Development 

Program：PEDP 3） 

2010-2017 約 83億ドル 10 

 JICA 

 ADB 

 AusAID 

 CIDA 

 DFID 

 EU 

 SIDA 

 オランダ 

 UNICEF 

 WB 

教育の質の改善を強

化、KPI継続、結果重

視マネジメント

（Result-based 

management：RBM）導

入、資金支出連動指標

（Disbursement Linked 

Indicator：DLI）による

資金拠出、JICA PRS無

償資金協力 

第四次初等教育開

発プログラム 

（Fourth Primary 

Education 

Development 

Program：PEDP 4） 

2018-2026 約 46億ドル 

（3829億

Taka: RDPP） 

6 

 JICA 

 ADB 

 EU 

 UNICEF 

 WB 

 教育のためのグロー

バル・パートナーシ

ップ（Global 

Partnership for 

Education：GPE） 

コロナ禍による進捗の

著しい遅延による 2年

間の延長。その後 1年

間の再延長 

JICA財政支援方式無償

資金協力 

出典：Program Document PEDP2, PEDP3, PEDP4 (DPE) を基にパデコ作成  
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JICA は、初等教育支援において、2004 年から 2025 年にかけて、個別専門家派遣、技術

協力プロジェクト、JICA 海外協力隊、無償資金協力、研修員受入事業、協力準備調査

（BOPビジネス連携促進）、草の根技術協力事業等を実施してきた。 

表 1-3 初等教育分野への JICA 支援（2004 年～2025 年） 

支援の種類 事業名 

個別専門家派遣 初等教育政策アドバイザー他（10名）（1999年～現在） 

技術協力プロジェクト 小学校理数科教育強化プロジェクト（2004年～2010年） 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 2（2010年～2017年） 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3（2019年～2025年） 

JICA海外協力隊 海外協力隊派遣（2004年～現在） 

無償資金協力 貧困削減戦略支援無償（2015 年度より「第三次初等教育開発計

画」に改名）（2011年～2017年） 

第五次多目的サイクロンシェルター建設計画（2003年～2005年） 

財政支援方式無償資金協力（2018年～2025年） 

研修員受入事業 長期研修（修士課程）（2011年）他、多数の研修を実施 

協力準備調査 NGO との連携による教育の質向上事業準備調査（2014 年～2017

年） 

草の根技術協力事業 思考力育成に着目した改訂教科書の活用を目指す教員研修事業

（2017年～2019年） 

地域住民参画による持続可能な学校給食モデルの確立（2017 年～

2021年） 

郡と NGO 連携による地域住民参画の持続可能な学校給食普及の仕

組みづくり（2022年～2025年） 

 

本報告書では、初等教育分野における 20年の協力について取りまとめることを主目的と

しているが、中等・高等教育分野への JICA支援についても以下に簡単に触れておく。 

 

【中等・高等教育】 

中等・高等教育では、技術協力プロジェクト、協力準備調査（BOP ビジネス連携促進）、

情報収集・確認調査を実施してきた。 

表 1-4 中等・高等教育分野への JICA 支援（2004 年～2025 年） 

支援の種類 事業名 

技術協力プロジェクト ITEEマネジメント能力向上プロジェクト（2012年～2015年） 

産業人材のニーズに基づく技術教育改善プロジェクト（2019 年～

2024年） 

協力準備調査 中等教育と職業人材育成のための e-ラーニング事業準備調査（2015

年～2018年） 

情報収集・確認調査 中等教育セクター情報収集・確認調査（2022年～2023年） 
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第2章 JICA 初等教育分野における支援の概要 

本章では、これまでの 20 年間に JICA が実施してきた初等教育分野への支援の概要につ

いて、①個別専門家派遣、②無償資金協力、③JICA 海外協力隊、④草の根技術協力、⑤技

術協力プロジェクト、⑥その他のスキーム、の 6つのカテゴリーからまとめていく。 

 

2.1 主なスキームと支援内容の概観 

2.1.1 個別専門家派遣 

初等教育では個別専門家がのべ 10 名派遣されている。表 2-1 は派遣実績を示しており、

1～4 のアドバイザーは主にプロジェクト策定に従事し、5～6 のアドバイザーが JICA 技術

協力プロジェクトと PEDPとの協調を確かなものとし、6以降のアドバイザーは実際に開発

パートナーコンソーシアムの議長として活動した。 

表 2-1 個別専門家派遣実績 

1 初等教育政策アドバイザー 1999年 12月～2002年頃 

2 

初等教育地方普及（地域別教育環境集中改善計画） 

（The Project for Support to Intensive District Approach to 

Education for All：IDEAL） 

2000年 2月～2003年頃 

3 ノンフォーマル教育アカデミー開発 2001年 3月～2003年頃 

4 初等教育アドバイザー 2002年 12月～2004年 6月 

5 初等教育アドバイザー 2004年 8月～約 4年間 

6 初等教育アドバイザー 2009年 1月～3年間 

7 初等教育アドバイザー 2012年 1月～1年間 

8 初等教育アドバイザー 2013年 1月～4年間 

9 初等教育アドバイザー 2017年 10月～3年間 

10 教育アドバイザー 2021年 5月～3年間 

出典：「バングラデシュと JICAの協力 50年」（2022）を基にパデコ作成 

 

2.1.2 無償資金協力 

1970～1980 年代の教育分野の支援は無償資金協力による教育インフラ整備が中心であっ

た。2010年以降、初等教育分野への無償資金協力は以下の 3件である。 

表 2-2 無償資金協力実績 

1 
PEDP3に対し「貧困削減戦略支援無償資金協力（教育）2011年～2017年」 

（年間 5億円×5か年） 

2 
PEDP4に対し「財政支援方式無償資金協力（第四次初等教育開発プログラム）2018年～

現在」（年間 5億円×4か年） 

3 「第五次多目的サイクロンシェルター建設計画 2003年 11月〜2005年 12月」 

 

JICA も一般財政に拠出する資金協力ドナーとして、プログラム全体の目的達成に向けて、

政府と財政支援ドナーとの合同でプログラムの実施管理・進捗支援に当たっている。JICA

は、資金協力の一部を財政支援ドナーと合同で設定している DLIsと連動させており、その
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達成を合同で確認した上で拠出を行っている。DLIs は 11 の領域に合計 55 の指標が設定さ

れており、JICAはそのうち 4領域（1. Curriculum revision and textbook development, 3. Teacher 

education and continuous professional development (CPD), 7. Fiduciary system and budget, 9. 

Institutional strengthening）における DLIsを拠出対象指標としている。 

なお、PEDP 全体の進捗モニターは個別専門家が行っている。同スキームにより、これ

まで PEDPと JICAの連携という面で有効に働いている。 

また、バングラデシュは、度重なるサイクロンの襲来に見舞われ、特にベンガル湾沿岸

地帯では、1991年に発生したサイクロンにより 14万人もの人命が失われた。この状況を受

け、「第五次多目的サイクロンシェルター建設計画（2003 年 11 月〜2005 年 12 月）」では、

ベンガル湾沿岸部の高度危険地域において、20 棟のサイクロンシェルター兼小学校の建設

を支援した。居住者の避難場所が確保されるとともに、平常時は小学校として活用される

ことにより、小学校における教室不足の解消と学習環境の改善に寄与した。 

 

2.1.3 JICA 海外協力隊 

前述の通り、JICAの開発協力は、1973年 3月に青年海外協力隊駐在員事務所を開設した

ことから始まった。「バングラデシュと JICA の協力 50 年（2022）」によると、これまでの

派遣実績を見ると累計実績人数は 1,284 人に上る。分類18では、農業（289 人、23%）が最

も多く、5番目に多いのが教育（93人、7%）となっている。 

旧シニア海外ボランティアの派遣は、2004年に始まり、累計実績人数は 20人である。分野

は人的資源分野（9名）が最も多く、次いで商業・観光（5名）、計画・行政（3名）となっ

ているが、初等教育分野の派遣実績は無い。 

2004年以降は小学校教育の派遣実績（46名）が伸びていたが、2016年のダッカ・テロ事

件以降、派遣が休止となった。 

 

 
18 全体の 1/4 を占める「その他（329 人、26%）」は、バングラデシュ政府からの要望に合わせて、放送、

建築、在庫管理、体育、日本語教師、環境、料理、観光、経営管理、青少年活動、村落（農村開発、保健

以外）など多岐にわたる。 
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出典：「バングラデシュと JICAの協力 50年」（2022） 

図 2-1 JICA 海外協力隊 分野分類別人数実績および比率 

 

2.1.4 協力準備調査 

初等教育分野への協力準備調査は以下の 1件のみである。 

 

「NGO との連携による教育の質向上事業準備調査」（協力準備調査：BOP ビジネス連携

促進） 

本事業は、当時実施されていた「小学校理数科教育強化計画フェーズ 2」と直接の連携

はないものの、日本の対バングラデシュ国別援助方針が掲げる「教育の質的向上」という

政策目標を共有している点で一致している。また、ノンフォーマル教育を対象としており、

公教育を対象とする技術協力プロジェクトと相互に補完し合いながら、より効果的な教育

支援の実現を目指した事業である。 

日本の公文教育研究会と現地 NGO のバングラデシュ農村向上委員会（Bangladesh Rural 

Advancement Committee：BRAC）とが連携して、BRAC が運営するノンフォーマル小学校

で公文方式の教材と指導法を導入し、小学生の算数学力向上を図った案件である。小学校

3・4 年生に対し、無作為化比較対照実験の手法を用いてこの学習法の影響を分析したとこ

ろ、インパクト調査の結果によれば、統計的に学力認知能力の大幅な改善が確認された。

非認知能力においても児童の自信につながるなどの影響が見られた。これらの結果は、適
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切に設計されたノンフォーマル教育プログラムが、現在問題となっている開発途上国の

「学習危機（Learning Crisis）」を解決するために適用可能であることを示唆している19。 

表 2-3  NGO との連携による教育の質向上事業準備調査の概要 

 NGOとの連携による教育の質向上事業準備調査 

目的 • BRAC が運営する貧困層向けのノンフォーマル小学校 BRAC スクールにおい

て、公文式学習が貧困層の教育の質の改善が図れるか検証する。 

• BRAC と協働し、貧困層に質の高い教育が持続的に提供できるビジネススキー

ムを検討する。 

活動内容 • 情報収集・市場調査：「対象となる現地の開発課題の現状および BOP ビジネス

を通じて期待される開発効果」、「投資環境・ビジネス環境」 

• ビジネスモデル構築：パイロット事業の実施、公文式学習法の有効性の検証、

ビジネスモデルの最終化、事業計画の作成、JICA事業との連携可能性検証 

主な成果 • ノンフォーマル小学校の 3・4 年生の認知能力と非認知能力に与える効果につ

いて、以下の点で変化を確認： 

✓ 算数の習熟度や計算スピードが高まった。 

✓ 子どもたちが自信を持つようになり、学習への意欲向上もみられた 

• 教員の学生評価能力の向上が確認された。 

 

2.1.5 草の根技術協力 

バングラデシュにおける教育分野の案件は、合計 5 件で、バングラデシュに対する草の

根技術協力20全体 33件の約 15%程度となっている。 

表 2-4 草の根技術協力 

草の根協力支援型 

（3件） 

（教育）地域住民参画による持続可能な学校給食モデルの確立 

特定非営利活動法人 日本・バングラデシュ文化交流会

（JBCEA） 2015年採択 

（教育）思考力育成に着目した改訂教科書の活用を目指す教員

研修事業 特定非営利活動法人 学習創造フォーラム 2016年採択  

（教育）ICT を活用した防犯・非行防止教育と防犯活動の支援 

国立大学法人香川大学教育学部大久保研究室 2023年採択 

草の根パートナー型 

（2件） 

（教育）郡と NGO 連携による地域住民参画の持続可能な学校給

食普及の仕組みづくり 特定非営利活動法人 日本・バングラデシ

ュ文化交流会 2020年採択 

（教育）バングラデシュの地方中学校における ICT（デジタル指

導書・デジタル自習教材・LMS）を活用した理数学力向上事業 

特定非営利活動法人 e-Education 2023年採択 

地域活性型 なし 

  

 
19  Sawada et al. (2017).  Individualized Self-learning Program to Improve Primary Education: Evidence from a 

Randomized Field Experiment in Bangladesh, JICA Research Institute Working Paper NO. 156. 

https://www.jica.go.jp/jica_ri/publication/workingpaper/wp_156.html 
20 バングラデシュでは、2024年 3月時点で、草の根協力支援型（8件）、草の根パートナー型（18件）地域

活性型（7件）の実績あり。合計：33件。 

https://www.kagawa-u.ac.jp/
https://eedu.jp/index.html?v=yt4VvvL9yAk
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表 2-5 JICA の教育分野における草の根技術協力の例：「思考力育成に着目した改訂教科

書の活用を目指す教員研修事業」の概要 

 思考力育成に着目した改訂教科書の活用を目指す教員研修事業21 

目的 • 現地キリスト教系 NGO（BDP：Basic Development Partners）が運営する学校を

対象に、十分な研修を受けていない教員に対し、本邦研修や ICT を活用するこ

とで、改訂教科書を活かした思考力育成の授業実践を目指す。 

活動内容 • 教員研修で活用する、思考力育成の理解を促進する教材作成 

• 各対象学校の教員に対する研修の実施 

• 教員に対する本邦研修の実施 

• モニタリング・評価の実施 

主な成果 以下のグッドプラクティス 3点が確認された。 

① 対面研修と本邦研修，e-learning を組み合わせた 3 つの複合的な研修により、

ドロップアウトを防ぐ効果があった。 

② インフォーマルなコミュニケーション（Facebook のメッセンジャーのグルー

プ会話や個別メッセージ等）により関係性の強化、モチベーションの向上が

見られた。 

③ 本邦研修時の小学校での交流イベントを通じて、日本人教員や児童、また市

民の異文化理解が深まった。 

 

草の根技術協力事業では、バングラデシュの現地NGOをパートナーとして実施するケー

スが多く、またNGOは首相府の管轄となるため、初等の公教育とは接点が見つけにくい。 

しかし、上述のとおり、草の根パートナー型に採択された「バングラデシュの地方中学

校における ICT（デジタル指導書・デジタル自習教材・LMS）を活用した理数学力向上事

業」は、中等教育レベルではあるが、公教育を対象としている点や、ICT を活用した理数

学力向上を目指している点など、今後の技術協力プロジェクトとの連携について可能性は

高い。 

 

2.2 技術協力プロジェクト 

JICAは、これまで初等教育に対して 3つの技術協力プロジェクトを実施してきた。 

➢ 小学校理数科教育強化プロジェクト22（2004年 9月～2010年 3月） 

➢ 小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 2（2010年 10月～2017年 12月） 

➢ 小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3（2019年 4月～2025年 6月） 

 

各技術協力プロジェクトの概要は以下の通りである。  

 
21 JICA（2019）草の根協力支援型「バングラデシュプロジェクト思考力育成に着目した改訂教科書の活用

を目指す教員研修事業」事業評価報告書 
22 フェーズ 1の所管は JICAバングラデシュ事務所であったが、その後のフェーズ 2・3は JICA人間開発部

基礎教育グループとなっている。 
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表 2-6 JICA 技術協力プロジェクトの概要 

 小学校理数科教育強化 

プロジェクト 

（JICA Support Program 1 : 

JSP1） 

小学校理数科教育強化 

プロジェクトフェーズ 2 

(JICA Support Program 2: 

JSP2)  

小学校理数科教育強化 

プロジェクトフェーズ 3 

（JICA Support Program 3: 

JSP3） 

背景 • バングラデシュ政府は、初等

教育の完全普及を目指して初

等教育を義務化した結果、初

等教育へのアクセスは粗就学

率が 1990 年の約 76%から、

2001 年には約 97%に向上した

ものの、小学校 5年間の修了前

に約 3分の 1の児童が中退して

いる状況であった。 

• 2000 年に実施された 5 年生を

修了した児童対象の「初等教

育において児童が習得すべき

能力調査」では、すべての教

科で達成した児童はわずかに

1.6%であり、特に英語（達成

割 合 9.4%）、 算 数 （ 同

11.6%）、理科（同 17.3%）の低

さが指摘された。 

• バングラデシュでは、初等教

育改善のためのサブセクター

ワイド・プログラムである、

PEDP が 1998 年～2003 年に実

施され た。2004 年からは

PEDP2 が開始され、そのう

ち、特に「学校および教室で

の質の向上」に貢献する技術

協力の要請が行われた。 

• バングラデシュ政府は、1990

年に「万人のための教育」宣

言の署名以来、ミレニアム開

発 目 標 （Millenium 

Development Goal：MDG）タ

ーゲット 2 の「全児童が初等

教育を修了」の達成に向けて

積極的な取り組みを実施し、

2009年には初等教育の純就学

率を 93.9%（2 まで高めるこ

とに成功した。しかし、同

年、義務教育である初等教育

の修了率は 54.9%に留まり、

中途退学、ひいては教育の質

の問題があった。 

• ポストPEDP2として形成され

た PEDP3 では、MDG 達成に

向けた「質の改善」が鍵とな

っており、「小学校理数科教

育強化プロジェクト」での成

果を背景に、引き続き同プロ

ジェクトフェーズ 2 が要請さ

れた。 

• バングラデシュ政府は、

PEDP3において、PEDP2で十

分に成果を出せなかった教育

の質の改善に取り組んだ。し

かし、PEDP3 においても、教

育へアクセス面では顕著な成

果を上げたが、児童の学力向

上については課題を残した。 

• こうした背景を踏まえ、2018

年より PEDP4 が開始され、

PEDP4 の枠組みの下、引き続

き初等理数科における児童の

理解度の改善を目標とした同

プロジェクトフェーズ 3 が要

請された。 

目的 • NAPE – PTI – 郡リソースセン

タ ー （Upazila Resource 

Center：URC） - 学校の連携を

強化し、児童にわかりやすい

授業を実践できる教員の育成

システムを機能させ、対象地

域における小学校理数科の教

員研修・授業の質を向上させ

る。 

• PEDP2 の後継プログラムであ

るPEDP3のもと、バングラデ

シュ初等教育セクターの重点

課題である「教育の質」の改

善に貢献する。 

• PEDP4 の傘下において、カウ

ンターパート機関である

DPE、NCTB、NAPE 等と協

働・技術移転しながら、初等

理数科における児童の理解度

を改善する。 

活動

内容 

• NAPE、PTI、URC、郡教育事

務 所 （Upazila Education 

Office：UEO）および協力校間

の同僚性の向上 

• NAPEの理数科研究能力強化 

• カリキュラム・教科書に係る

分析報告書の作成と改善に向

けた提言 

• PTI における理数科研修内容の

改善 

• URC/UEO で実施される理数科

研修の改善に向けた支援 

• 小学校理数科教科書・指導書

の改善 

• 教員研修の質の改善 

• 新しい教授法実践のための関

係者の意識改革・環境整備 

• 初等理数科のカリキュラム改

訂支援 

• 初等理数科の教科書および教

員用指導・学習教材の改訂支

援 

• 初等理数科の DPEd のカリキ

ュラムおよび研修用教材の改

訂支援 

• 教員の CPDへの支援 



 

バングラデシュ初等教育分野における協力の 20年の総括報告書 最終報告書 

15 

 小学校理数科教育強化 

プロジェクト 

（JICA Support Program 1 : 

JSP1） 

小学校理数科教育強化 

プロジェクトフェーズ 2 

(JICA Support Program 2: 

JSP2)  

小学校理数科教育強化 

プロジェクトフェーズ 3 

（JICA Support Program 3: 

JSP3） 

主な

成果 

• 探求型授業、問題解決型授業

を取り入れた教育パッケージ

（算数 1年生から 5年生、理科

3年生から 5年生）の開発 

• 教育パッケージ活用を通じて

NAPE、全国 PTI、協力校にお

いて、授業が改善 

• 教員の教育内容に対する問題

意識と授業を改善していこう

とする意識の変化 

• NAPE カウンターパートの理

数科教材に関する分析能力が

向上 

• 学習活動中心、問題解決型の

理数科教科書への改訂 

• NCTB の教科書・指導書開発

に関する能力が向上 

• 理科・算数の DPEd のカリキ

ュラム・教科書の開発 

• JSP2が導入した授業研究手法

が、PEDP3 で実施する「授業

研究を通じた教員支援ネット

ワ ー ク （Teachers Support 

Network through Lesson 

Study：TSN）研修」に統合

され、PEDP3 予算により全国

へ展開 

• 各種メディアを活用した広報

活動：テレビドラマ＋TV 放

映 、 フ ェ イ ス ブ ッ ク

（Rupantar Kotha） へ の 支

援、コミュニティラジオへの

試行活動 

• 学会・論文発表を通じた

PEDP3の取り組みの発信 

• 初等理数科のカリキュラム改

訂により、JICAの支援する問

題解決型を採用 

• 国別研修に NCTB、DPE、中

等・高等教育局（Directorate 

of Secondary and Higher 

Education：DSHE）が参加

し、初等と中等の連携、カリ

キュラムと教員研修の連携に

ついて協議 

• 初等理数科の教科書および教

員用指導・学習教材の開発支

援を実施。1年生～3年生の

新教科書は、NCTBにより全

国配布（4年生～5年生新教

科書の配布は、2026年 1月に

延期） 

• 政府の COVID-19 Response 

and Recovery Planに対応した

テレビ放映用の算数映像教材

を開発し、国営テレビでの放

映により、コロナ禍の児童の

家庭学習を支援。同教材は、

DPEポータルサイトでも公開 

• 全国の PTI校長と理数科担当

PTIインストラクターに対す

る改訂版初等カリキュラム

（Active Learning of 

Mathematics Education）に係

るセミナーの実施 

• CPDデジタル教材 3種（モデ

ルレッスンビデオ、アニメー

ションビデオ、新教授法ビデ

オ）を開発し、全国の PTIと

URCにビデオデータ配布。研

修、学校での使用を促進。 

出典：小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 1～フェーズ 3 事業完了報告書23を基にパデコ作成 

 

  

 
23  パデコ・広島大学（2010）『バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画 プロジェクト事業完了報告

書』（未公開） 

パデコ・広島大学（2017）『バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画フェーズ 2 プロジェクト事業完

了報告書』https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/1000034290_01.pdf 

パデコ・広島大学（2025）『バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画フェーズ 3 第 2 期プロジェクト

事業完了報告書』（未公開） 
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第3章 JICA 教育協力 20 年（2004 年～2025 年）における成果 

本章では、過去 20 年間にわたる JICA の教育協力の成果について述べていく。 特に、20

年の協力を通じて、①探求型・問題解決型授業の実践、②授業改善に向けた啓発活動、③

スキルの活用と思考の過程を重視したカリキュラムの開発、④児童中心の理数科教科書の

開発、⑤コロナ禍の遠隔教育支援、に取り組んできた。本章では、これらの成果について

詳述する。 

 

3.1 探求型・問題解決型授業の実践 

バングラデシュの理数科授業では、知識の習得に重点が置かれ、計算式や科学用語の暗

記が中心であった。そのため、児童が自ら考えて問題を解決する数学的思考力や、実験・

観察を通じて科学的な概念や法則を理解する探究的な学びの機会は限られていた。また、

授業は教員による一方向的な説明が中心であり、児童の主体的な関与を促す授業展開は十

分に行われていないのが課題であった。そこで、JICA は、探求型・問題解決型授業の実践

に向け、小学校 1 年生から 5 年生の理科と算数の教育パッケージ開発と授業研究の導入を

実施した。 

 

3.1.1 教育パッケージ 

小学校理数科教育強化プロジェクトで

は、NAPE、PTI および協力小学校におい

て、探求型・問題解決型の授業の実践に向

けた新しい教授法を導入し、理数科の授業

改善を図ることを目的に、教育パッケージ

24を開発した。 

 

 

                      図 3-1 開発された教育パッケージ 

教育パッケージは、①レッスンプラン、②レッスンプランと関連する教材、③授業研究

評価シート、の 3つのコンポーネントで構成されている。 

 
24 JICA 技プロで開発した教育パッケージは、初等理数科教科書（NCTB 発行）に準拠した教員向けの具体

的な教授法や実験手順などが詳しく図示された授業手法改善のためのガイドブックであり、NCTB 発行の

教員用ガイド（Teachers’ Edition）とは別のものである。（算数：小学校 1～5年生、理科：小学校 3～5年生

用の計 8冊がある） 
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出典：「バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画 プロジェクト事業完了報告書」

（2010） 

図 3-2 理科 5 年生「Matter」に関するレッスンプランの構成 

 

開発された教育パッケージは、プロジェクトの協力校25において試験的な授業を行い、

その効果を検証した。2004年の事前調査（プレアクティビティ調査）と 2008年の事後調査

（ポストアクティビティ調査）の比較分析では、協力校の授業において、以下の点で変化

が現れ、統計的有意差が確認されている26。 

➢ 授業の前に授業計画を作成するようになった。  

➢ 教員による一方向的な授業から、児童とのやり取りをより重視しながらグループ

による児童同士の話し合いを促進するなど双方向的な授業になった。  

➢ 難解な専門用語や抽象的表現を避け、児童にとってわかりやすい言葉を教員が使

うようになった。  

➢ グループ活動や観察（特に理科）を取り入れ、児童に考えさせるようになった。  

➢ 算数では授業中に扱う問題数が、1 回の授業あたり 5.5 問から 3.5 問に減少するな

ど、教員が一つの問題によりじっくりと時間をかけるようになった。 

➢ 理科では日常生活との繋がりをより意識した授業運営がなされるようになった。 

 

 
25 「小学校理数科教育強化計画プロジェクト」では、マイメシン県の PTI 実験校、2 つの Upazila（ショド

ール、ゴーリプル）より各 2校（政府系小学校、非政府系登録小学校）の合計 5校を協力校とした。NAPE、

PTI、URC インストラクター、UEO、協力校間の同僚性を向上させ、教室レベルでの教育の質改善を行う

ため、ワークショップを開催した。また協力校では、理数科指導能力を高めるための勉強会としてスタデ

ィグループ活動（Study Group Activity：SGA） を実施した。 
26 JICA Support Program for Strengthening Primary Teacher Training on Science and Mathematics under Component 

2 of PEDPII (2008) Post-Activity Study Report, JICA技術協力プロジェクト報告書 

教材 

評価 

学習活動 
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また、PTI 校長・教官を対象とした「教育パッケージを活用した研修」では、PTI 教官が

C-in-Ed の授業の中で教育パッケージを活用できるよう、実践的な技術支援が行われた。

2009年に 6つの地域に位置する 18校の PTIを対象に実施したモニタリング結果では、ほぼ

すべての PTIが、教育パッケージを C-in-Edの研修や教育実習に取り入れており、またすべ

ての PTIにおいて教育パッケージが活用されている状況が観察されている。 

 

表 3-1 PTI における教育パッケージの活用状況 

PTI 教官間での教育パッケージの共有状況 C-in-Ed における教育パッケージの活用状況 

1. 教育パッケージに関するスタディワー

クショップを行っている 

44% 1. 研修において教育パッケージの考え方

を取り入れている 

94% 

2. 図書館に教育パッケージを入れている 50% 2. 教育実習に導入している 94% 

3. 教育実習に教育パッケージを活用する

よう推進している 

89% 3. 教育パッケージにある手法や教材を研

修で活用している 

94% 

4. スタッフ内で教育パッケージについて

議論を行っている 

17% 4. SGA27 を開いている 28% 

出典：Monitoring Report of NAPE Counterparts during 06–21 July 2009 from 18 PTIs 

 

なお、本プロジェクトの初等教育における貢献および成果が認められ、教育パッケージ

は、DPE で承認、バングラデシュ政府により全国 PTI、URC および小学校で活用を義務付

ける旨の書状が発出され、全国 PTI、URCおよび小学校への配布が PEDP2資金で行われた。 

 

3.1.2 授業研究の導入 

理数科授業の改善を図るため、フェーズ 1 では教育パッケージを開発したが、フェーズ

2では、DPE 訓練課が実施している各種教員研修28に対する技術支援を実施し、日本発祥の

授業改善手法である授業研究の普及に取り組んだ。 

フェーズ 2開始当初、PTIを地域の教育の質的向上の中心として捉え、NAPEが果たして

きた役割を地方の PTI が徐々に果たしていくことを目指して、PTI クラスター活動29を行っ

ていた。次第に、授業研究手法の有効性が注目され、PEDP3が実施する TSN研修へ授業研

究部分が統合され、授業研究の手法は、PEDP3 予算による全国展開へとつながっていった。 

PEDP3 開始当初の 2012 年に行った「状況確認調査」によれば、「授業研究を知ってい

る」と答えた学校は約 1%しかなかった。しかし、フェーズ 2 が技術支援した TSN 研修で

授業研究をその主たる活動に据えたことで、2013年 10月の「状況確認調査」では約 70%の

 
27 Study Group Activity：学習グループ活動 
28 フェーズ 2 が支援した研修は、TSN 研修（訓練課＋PTI）、ニーズに基づいたサブクラスター研修（訓練

課＋AUEO）、教科別研修（算数・理科）（訓練課＋URC）、隔週学校ミーティング（訓練課＋AUEO＋学

校）、校長に対するリーダーシップ研修（訓練課）、初等教員ディプロマ課程（NAPE）、新カリキュラム普

及研修、である。 
29 全国の PTI を 10 のクラスターにまとめて、PTI 同士が互いに連携できるような仕組みとして「スタディ

グループ活動（Study Group Activity：SGA）」を組み入れて「横の連携」の強化を図り、また地域の教育の

向上の中心機能として「スタディワークショップ（Study Workshop：SW）」を開催して URC、AUEO、小

学校といった現場レベルと「縦の連携」の強化に取り組む活動。これはフェーズ 1 で実施したマイメシン

県での活動を全国に展開したものである。 



 

バングラデシュ初等教育分野における協力の 20年の総括報告書 最終報告書 

19 

学校が授業研究を知っていると答え、約 55%の学校で授業研究を実施したことがある30と

答えていることから、本プロジェクトは授業研究手法の普及に貢献したと言える。 

また、「インパクト調査 （ポストアクティビティ） 報告書（2016）」によれば、授業研

究を継続的に実施していると認識している教員のクラスの児童の方がテストの成績が良い

という結果が出ている31。 

 

 

図 3-3 学校分類別授業研究実施校におけるテスト結果の比較 

 

また、授業研究が、教員の教育上の困難の軽減や授業方法の改善や児童の算数と理科に

対するポジティブな意識に影響を与えていることが明らかとなった。さらに、授業研究の

普及活動の効果として、1）教員が自分の弱点を他の教員と共有するようになった、2）授

業案の質が向上し論理的でより詳細なものになった、3）授業案の質の向上に伴い、授業

の流れがわかりやすくなった、4）教材の効果的な使用ができるようなった、などの自己

評価と他者評価を得ている。このことから、フェーズ 2 が導入した授業研究は学校レベル

での授業改善手法として非常に有効であると考えられる。 

 

3.2 授業改善に向けた啓発活動 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 2 では、授業改善に向けた教員への啓発活

動として、ドラマシリーズ「Rupantar Kotha 1～5」の制作を行った。また、海外協力隊員と

の連携も実施された。 

 

 
30 株式会社パデコ・広島大学（2017）『バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画 フェーズ 2 プロジェ

クト 事業完了報告書』https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/1000034290_01.pdf 
31 株式会社パデコ・広島大学（2016）『バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画 フェーズ 2 インパク

ト調査 （ポストアクティビティ） 報告書』 

https://openjicareport.jica.go.jp/pdf/1000034290_01.pdf
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3.2.1 ドラマシリーズ（Rupantar Kotha 1～5）の制作 

フェーズ 2 では、教員に限らず関係者の意識改革を行い、授業改善のプロセスやそれを

取り巻く環境・学校文化の醸成を全国に広めるために、学校を舞台に授業を改善しようと

努力する教員を主役としたドラマ「Rupantar Kotha32 シリーズ 1～5」を制作した。 

 

図 3-4 ドラマの一場面 

同作品は DVD で全国の PTI や URC などの教育関係機関に配布され、Facebook サイト

「Rupantar Kotha (Story of Change) from Bangladesh PEDP III」でも配信されている。そのう

ちシリーズ 1 と 2 はバングラデシュ国営放送局（Bangladesh TV：BTV）で全国放映され、

多くの関係者に好意的に受け入れられた33。特に学校関係者からは高い評価を受け、主人

公の女性教員が奮闘する姿に多くの共感を呼ぶこととなり、ドラマに触発され今では授業

改善を熱心に継続しているという話も数多く届いている。 

また、2024 年に JSP3 が実施した CPD モニタリング調査の質問紙調査では、調査対象 4

校の教員の約 95%が Rupantar Kotha を見たことがあると回答をした。また、同調査インタ

ビューでは、一部の URC インストラクターより「Rupantar Kotha のドキュメントドラマを

視聴し、教員たちにも紹介した。教授・学習活動の発展と改善に役立った」、「Rupantal 

Kothaのドラマは PEDP3の TSN 研修、導入研修、校長リーダーシップ研修で公式に使用さ

れた。現在は、南インド英語「Madam Geeta」を校長リーダーシップ研修で使用するよう

指示されているが、バングラデシュの教育システムには Rupantor Kotha の方が適している

と感じる」との声も聞かれた。 

バングラデシュの文脈で開発された「Rupantar Kotha」は、良い授業、良い教員、良い学

校、といったぼんやりとしたイメージをダイレクトに映像化してドラマの中で再現したこ

とが大きな特徴となっている。このことから、教員や教育関係者への意識改革の促進と教

育改善の重要性の普及とともに、研修プログラムでも広く活用されることとなり、バング

ラデシュ初等教育の教授・学習活動の発展にも大きく貢献したと言える。 

 

 
32 ベンガル語で「転換の物語」の意味。 
33 YouTubeでの視聴回数は、シリーズ 1が 10,009 回、シリーズ 2が 16,265 回となっている（2025年 5月時

点）。 
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3.2.2 海外協力隊員との連携 

フェーズ 2では、バングラデシュにおけるオール JICA体制による協力活動の一環として、

個別専門家（初等教育アドバイザー）および海外協力隊員と業務を連携し、バングラデシ

ュの初等教育全体の質的改善に貢献するための協力体制を取った。 

特に、学校現場レベルにおいては、各 PTI に派遣されていた海外協力隊員（小学校教諭）

に、本プロジェクトが実施する「PTI クラスター活動（授業研究）」へ PTI 理数科教官と共

に参加してもらうことで、PTI 独自に授業研究を継続することが可能になった。 

その後、授業研究を PTI 以外の周辺の小学校に広げていった海外協力隊員や、管区全体

に広めようと数名の海外協力隊員でキャラバンを組織して活動を拡大して行った海外協力

隊員もいた。それらの活動は「Lesson Study Week」という年次イベントに発展して行った。 

 本プロジェクトと海外協力隊員との連携および海外協力隊員の努力と貢献により、小学

校レベルの巡回指導を効果的に進め、授業改善に関する現場からのフィードバックを得る

ことが出来たことは大きな成果である。 

 

3.3 スキルの活用と思考の過程を重視したカリキュラム 

JICAは小学校理数科教育強化プロジェクトのフェーズ 1～3を通じて、NCTBを主な支援

対象としながら、初等理数科カリキュラムに関わる技術支援を実施してきた。 

表 3-2 JICA によるカリキュラムに関わる技術支援 

プロジェクト 支援の概要 

小学校理数科教育強化プロジェクト • カリキュラム分析 

• 教科書・カリキュラム提言書の作成 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 2 • カリキュラムセミナー/ワークショップの開催 

• 本邦研修の実施 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3 • カリキュラム分析と分析結果報告書の作成 

• カリキュラム改訂マニュアルの作成 

• カリキュラム改訂に係るセミナーの開催 

• カリキュラム改訂への技術支援 

 

フェーズ 1 では、NAPE をカウンターパート機関として、教員用の教育パッケージの開

発および教員研修を実施し、初等理数科教育の強化（改善）を目的とした取り組みが行わ

れた。しかし当時は、質的に不十分なカリキュラムと教科書に基づいて教材を開発せざる

を得ず、指導書や研修内容の開発にも制約があった。そこでカリキュラム分析を実施した

結果、カリキュラムおよび教科書の改善によって、初等理数科教育のさらなる質的向上が

期待できることが明らかになった。この分析結果を踏まえ、将来バングラデシュ側がカリ

キュラムを改訂する際の要点を整理した提言書を作成した。 

フェーズ 2 では、フェーズ 1 の報告書を受けて、カリキュラム改訂に対する直接的な技

術支援の要請があり、NCTB をカウンターパート機関として、カリキュラム改訂に関する

助言を行った。また、ワークショップや本邦研修を通じてカリキュラムの改善に向けた支

援を実施し、次期カリキュラム改訂に資する NCTBの人材育成を主導した。 



 

バングラデシュ初等教育分野における協力の 20年の総括報告書 最終報告書 

22 

特に、フェーズ 334では、カリキュラム改訂作業そのものに直接関与し、2022年 3月に改

訂版の初等カリキュラムは完成した。加えて、NCTB が実施したカリキュラム普及研修に

対しても、内容面および教材開発の両面で大きく貢献した。 

プロジェクトによる支援を通じてカリキュラムにどのような変化が生じたのかを把握す

るため、ブルーム・タクソノミーの教育目標分析35の理論を応用し、カリキュラム改訂の

前後における認知的領域36の教育目標（Learning Outcomes）について、Anderson, L.W. & 

Krathwohl, D.R. (2001) が改訂した“REVISED Bloom's Taxonomy Action Verbs”に基づきなが

ら、学習目標に含まれる動詞の比較分析を実施した37。 

 

図 3-5 初等理科カリキュラムの認知的領域の各レベルに属する動詞の割合

の比較（全学年） 

 

その結果、2012 年に改訂されたカリキュラムと比べ、2022 年の改訂版カリキュラムでは、

理数科共通で Applying（応用する）、Analysing（分析する）、Evaluating（評価する）、

Creating（創造する）など、より高次の認知能力に属する動詞の割合に増加傾向がみられた。 

このことから、2012 年に改訂されたカリキュラムは、知識（学習内容）の「機械的暗記」

のような低次の認知スキルを重視したカリキュラムであったが、2022 年に改訂された初等

 
34 JICA は、フェーズ 1 からフェーズ 3 にかけてカリキュラムに関わる支援を実施してきたが、直接、カリ

キュラム改訂に関われたのはフェーズ 3のみである。 
35 ブルームのタキソノミー（Bloom’s Taxonomy）は、教育の目標を分類するための枠組みで、1956 年にア

メリカの教育心理学者ベンジャミン・ブルームが提唱。教育目標を明確にし、教員が学習者に対して効果

的な指導を行うことを目的としている。教育目標を「認知・情意・精神運動領域」つまり「あたま・ここ

ろ・からだ」の 3 つの領域に分け、「認知領域」では、学習者が知識やスキルを習得する過程を「記憶、

理解、応用、分析、評価、創造」の 6つのカテゴリーに分類している。 
36 認知的領域とは、一般的に、知的な理解、概念的な理解が深まる学習領域を指す。 
37 Anderson, L.W. & Krathwohl, D.R.が改訂した“REVISED Bloom's Taxonomy Action Verbs”のリストに基づ

きながらカリキュラムの教育目標の動詞を抽出し、6つのカテゴリーに属する動詞の割合を求める方法。 
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理数科カリキュラムでは、スキルの活用と思考の過程を重視したより高次の認知スキルの

習得を目指したカリキュラムへと大きく変容していることが明らかとなった。 

また、2024 年にフェーズ 3 で実施した CPD モニタリング調査のインタビューの結果で

は、校長から「新カリキュラムは以前のものよりもはるかに優れている」、「新カリキュ

ラムは、児童中心で実践的な活動に基づいて構成されている」との意見が見られた。URC

インストラクターからは、「新しいカリキュラムは完全に活動主体で構成されており、実

践的な学びを通して科目知識を深めるように工夫されている」、「新カリキュラムの学習

内容は教員や児童から好意的に受入れられている」との声も寄せられている。 

このことから、新カリキュラムは、児童の主体性を重視し、実際の経験を通じて学ぶこ

とを促進するアプローチで構成されており、新しいアプローチが現場で効果的に機能して

いることが示唆されている。 

今回のカリキュラム改訂支援を通して、知識や技能の習得のみだけでなく、児童がこれ

からの社会を生きるために必要とされる能力や態度の育成を意識したカリキュラムへと改

訂できたことは大きな成果である。 

 

3.4 児童中心の理数科教科書 

小学校理数科教育強化プロジェクトのフェーズ 2 とフェーズ 3 では、NCTB を支援の対

象としながら、小学校 1年生から 5年生の理数科教科書38に対する支援を実施した。 

フェーズ 2 では、教科書の開発および修正に関する支援を行った。教科書の執筆におい

ては、バングラデシュ人の教科書執筆者が主導的な役割を担い、プロジェクト日本人コン

サルタントは技術的支援を提供した。具体的には、執筆者会議への参加や教科書ドラフト

に対する提言を通じて支援体制を構築した。しかし、政治的な事情により教科書の全国配

布が 1年前倒しとなり、開発期間が短縮された結果、内容面に課題が残ることとなった。 

その後、NCTB が実施した小規模な試行結果をもとに教科書修正作業が開始され、JICA

はNCTBと協働して教科書のレビュー、修正指針の策定、「目指す教科書像」の設定などを

通じて、段階的な質の向上を図った。修正版教科書は、2015年に 1～3年生、2016年に 4～

5年生に向けて全国配布された。 

一方、フェーズ 3 では教科書の修正支援は行わず、開発支援に特化した。フェーズ 2 と

は異なり、教科書執筆はバングラデシュ人執筆者が全面的に担い、プロジェクト日本人コ

ンサルタント NCTB および執筆者に対して技術支援を行う体制が整えられた。COVID-19

の影響で日本人コンサルタントの現地派遣が困難となったため、オンライン会議やローカ

ルコンサルタントを活用した遠隔支援が実施された。主な支援活動には、教科書開発方針

に関する合意文書の締結、教科書開発セミナーやワークショップの開催、教科書開発マニ

ュアルやサンプルの提供などが含まれ、現地人材の育成にもつながった。 

2023 年以降、新たに開発された教科書が順次全国の小学校に配布され、児童の主体的な

学びを促す問題解決型の内容へと大きく改善された。フェーズ 3 は、教科書の質向上だけ

でなく、現地教育関係者の能力向上や NCTB の管理能力強化にも貢献し、持続可能な教科

書開発体制の構築に大きな成果をもたらした。 

 
38 算数は 1年生から 5年生、理科は 3年生から 5年生の教科書開発・修正支援を実施した。 
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表 3-3 JICA による教科書に対する技術支援 

プロジェクト 支援の概要 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 2 1年生から 5年生の理数科教科書開発支援 

1年生から 5年生の理数科教科書修正支援 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3 1年生から 5年生の理数科教科書開発支援 

 

以下に、フェーズ 2 とフェーズ 3 で実施された教科書開発・修正支援について詳説して

いく。 

 

3.4.1 小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 2 での技術支援 

フェーズ 2では、2011年～2012年にかけて小学校理数科教科書開発支援、2013年～2015

年にかけて、2012 年にバングラデシュ人の教科書執筆者によって開発された小学校理数科

教科書に対する修正支援を実施した39。 

バングラデシュにおける教科書開発および教科書修正の流れは以下の通りである。 

 

図 3-6 教科書開発と教科書修正の流れ 

 

(1) 教科書開発への支援 

教科書開発では、バングラデシュ人の教科書執筆者が主体となって教科書の執筆にあた

る。プロジェクト日本人コンサルタントは NCTB と教科書執筆者へ技術支援するという体

制で進められた。 

 

 
39  他の主要教科（ベンガル語、英語、社会科）については、DFID が技術支援を実施した。なお、バング

ラデシュ政府の公式見解としては、2012 年に実施した小学校教科書「開発（Development）」は成功裏に終

わったということとなっているため、小学校教科書「修正（Refinement）」という言葉が用いられた。 

教科書開発作業 

新教科書の全国配布 

Small Scale Tryout（小規模試行活動） 

教科書修正作業 

新教科書の全国配布 
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図 3-7 教科書開発の実施体制 

 

主に、NCTB で開催される教科書執筆者会議への継続的な参加、執筆途中の教科書に対

するコメントやその改善に向けた提言、小学校算数・理科のサンプル教科書開発と提供を

通して、NCTB および教科書執筆者との信頼関係を構築しながら教科書開発支援を行った。 

しかし、政治的な圧力により、2014 年 1 月の予定であった「新教科書全国配布」が、急

遽、1 年前倒しの 2013 年 1 月に変更された。そのため、教科書開発に係る十分な時間が確

保できず、教科書の質の低下が懸念された。2012 年 5 月に新版教科書は完成したが、従来

からの知識偏重主義の流れを引き継いだ教科書となり、児童の学習活動や探求型・問題解

決型の学習を促進するような教科書とはまだ隔たりがある結果となった。 

 

(2) 教科書修正への支援 

2012 年、NCTB は開発された教科書に関する Small Scale Tryout（小規模試行活動）をい

くつかのパイロット校で実施した。その結果を受け、2013 年より NCTB において教科書修

正作業が実施された。教科書修正では、NCTB とプロジェクト日本人コンサルタントが主

体となって協働で教科書を修正していく体制で進められた。 

 

図 3-8 教科書修正の実施体制 

 

教科書修正支援では、①2012 年に開発された新教科書のレビュー、②「理数科教科書修

正支援の指針」の策定と「目指す教科書像」を設定、③教科書修正案の作成と NCTB との

協議、を活動の中心としながら、JICA が目指す「新しいバングラデシュ理数科教科書」に

NCTB 教科書執筆者 

教科書開発の主体 

プロジェクト日本人コンサルタント 

NCTB 
プロジェクト日本人

コンサルタント 

教科書修正の主体 
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向けた技術支援を実施した。その結果、1～3年生の修正版教科書は 2015年 1月から、4～5 

年生の修正版教科書は 2016年 1月から全国の小学校へ無償配布され使用されている。 

フェーズ 2では、「①ユーザー・フレンドリーな教科書」、「②問題解決型・活動中心の教

科書」、「③確かな学力を保証する教科書」を「目指す教科書像」として設定し、NCTB と

協働で教科書修正を実施してきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：フェーズ 2当時の専門家から提供された資料より抜粋 

 

修正された主なポイントは、以下の通りである。 

 

① ユーザー・フレンドリーな教科書 

児童・教員に分かりやすく使いやすい教科書を目指し、以下の点で変化が見られた（図 

3-9、図 3-10）。 

➢ 説明や文章内容が明確、簡潔な表現になった。 

➢ 重複した学習内容が削除、もしくは修正された。 

➢ 分かりやすいタイトルと見出しへ工夫された（文字サイズ、太字、色文字、な

ど）。 

➢ 統一したテンプレートが使用された。 

 

② 問題解決型・活動中心の教科書 

児童の学習プロセスの習得と児童が主体的に参加できる授業を目指し、以下の点で改善

が見られた（図 3-11、図 3-12）。 

➢ 教科書のレイアウトが、問題解決のプロセス40で構成された。 

➢ 教育目標との関連性、地域性、入手可能性等を考慮した学習活動が各授業に導入

 
40  問題解決学習は現在文部科学省が進める「アクティブ・ラーニング」の教育方法の一つ。また、「アク

ティブ・ラーニング」とは、教員による一方向的な講義形式の教育とは異なり、学修者の能動的な学修へ

の参加を取り入れた教授・学習法の総称。（文部科学省 教育課程企画特別部会 論点整理 補足資料

（5）、2015）そのプロセスとして、「課題の設定」、「仮説の設定」、「検証計画の立案」、「検証の実施」、

「結果の整理」、「考察や結論の導出」などが挙げられる。 

「目指す教科書像」 

 

(1) ユーザー・フレンドリーな教科書 

➢ 児童・教員に分かりやすく、使いやすい教科書 

(2) 問題解決型・活動指向型の教科書 

➢ 児童が自らの頭・体・心を使いながら主体的に授業へ参加できる教科書 

(3) 確かな学力を保証する教科書 

➢ 基礎的基本的な知識・技能の定着と社会を生きるために必要な能力の習得

を保証する教科書 
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された。 

➢ 授業の流れの中で、児童がプロセス・スキル41を習得できる学習活動が盛り込ま

れた。 

 

③ 確かな学力を保証する教科書 

児童が学習知識を確実に定着できる教科書を目指し、記述式や多岐選択式など様々な問

題形式を採用しながら、基礎・基本的な問題から発展・応用的な問題をバランスよく導入

した（図 3-13、図 3-14）。 

 

  

 
41 プロセス・スキルとは、問題を解決していくための様々な操作や処理の仕方に関する知識や考え方の技

法（手法）。 

例えば：観察する、分類する、測定する、記録する、伝達する、予測（予想）する、推測（推理）する、

変数・条件を制御する、データを解釈する、仮説を形成する、操作的に定義する、実験する、モデルを作

成する、等々 
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図 3-9 ユーザー・フレンドリーな教科書：算数教科書比較 

修正前の 1 年生算数教科書（2013 年度版） 

章番号とタイトル 

キークエスチョンに対する記号 

シンプルな表現 

会話形式での問題説明 

分かりやすいイラスト 

修正された 1 年生算数教科書（2015 年度版） 
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図 3-10 ユーザー・フレンドリーな教科書：理科教科書比較 

修正前の 3 年生理科教科書（2013 年度版） 

修正された 3 年生理科教科書（2015 年度版） 

明確な見出し 

色をつけて強調 

学習活動には

枠線で区切り 

活動と関連ある

写真・図 

学習活動の説明 

シンプルな説明 

明確なタイトル 

ページごとに学習内容が完結する 

レイアウト 
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 図 3-11 問題解決型・活動中心の教科書：算数教科書比較 

修正前の 1 年生算数教科書（2013 年度版） 

修正された 1 年生算数教科書（2015 年度版） 

1.単元の導入、

状況の提示 

2.主問題 

3.会話を通じて

主問題を理解し

て考える 

4．解法の確認・

説明 

5．演習問題 

Key Question 

問題の意味をつ

かみ、学習の目

当てを持つ 

解法の確認 

学習したことを基に

自分で解いてみる 
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図 3-12 問題解決型・活動中心の教科書：理科教科書比較 

修正前の 3 年生理科教科書（2013 年度版） 

修正された 3 年生理科教科書（2015 年度版） 

Key Question 1.問題を発見・

把握する 

2.仮説を立てる 

3.観察・実験を

する 

4．結果を整理

する 

5．結果から考

える 

6．結論を得る 

観察する 

実験する 

記録する 

推論する 

データを解釈する 
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図 3-13 確かな学力を保証する教科書：算数教科書比較 

 

 

修正前の 4 年生算数教科書（2013 年度版） 

修正された 4 年生算数教科書（2016 年度版） 

基礎・基本的な問題 

考えさせる問題を導入 
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図 3-14  確かな学力を保証する教科書：理科教科書比較 

修正前の 5 年生理科教科書（2013 年度版） 

修正された 5 年生理科教科書（2016 年度版） 

基礎・基本的な問題 

考えさせる問題を導入 
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(3) 教科書に関する学校現場からの声 

以下に、2024年にフェーズ 3で実施した CPDモニタリング調査のインタビューから得ら

れた、教科書に関する教員および児童の声をいくつか紹介する。 

 

① 教員 

（算数教科書） 

 新しい算数の教科書は、児童と教員のための指示がとても明確である。 

（理科教科書） 

 各トピックに多くの説明と写真が掲載されている。 

 児童中心の内容になっている。 

② 児童 

（算数教科書） 

 たくさんのインストラクション（説明）があるので分かりやすい。 

 カラフルな絵や例が載っていて分かりやすい。 

 練習問題は授業や家庭学習で使っている 

 重要なポイントが分かりやすい。 

（理科教科書） 

 たくさんのカラフルな絵、トピック、情報が与えられている。 

 使われている言葉が優しいので簡単に理解できる。 

 カラフルでとても魅力的。 

 実験がたくさんある。実験を通して学びが深まる。 

 

これらの声から、以前の教科書に比べ、JSP3 が開発した算数と理科の教科書は、教員と

児童にとって使いやすく、理解しやすい内容になっていると言える。 

 

3.4.2 小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3 での技術支援 

フェーズ 3 では、2020 年～2024 年にかけて、1 年生から 5 年生の理数科教科書開発支援

を実施した。フェーズ 2 で実施した教科書修正では、プロジェクト日本人コンサルタント

が中心となって教科書を執筆したが、教科書開発ではバングラデシュ人の教科書執筆者が

主体となって教科書の執筆にあたり、日本人コンサルタントは NCTB と教科書執筆者へ技

術支援するという体制で進められた。 

さらに、COVID-19 感染拡大の影響を受け、2020 年 3 月より日本人コンサルタントの渡

航が制限されたため、本プロジェクトの活動は遠隔からの実施にならざるを得なかった。

その状況に対処するため、オンライン会議を通じた助言や指導、日本人コンサルタントか

らの指示・指導を受けたプロジェクトローカルコンサルタントによる NCTB と教科書執筆

者への技術支援の実施など、遠隔から教科書開発を支援できる体制で臨んだ42。 

 
42 COVID-19感染収束以降の 2022年からは、従来通りの実施体制で教科書開発支援は実施された。 
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図 3-15 COVID-19 感染拡大下での教科書開発の実施体制 

フェーズ 3 では、①NCTB との「教科書の開発方針に係る合意文書」の取り交わし、②

教科書開発セミナーの開催、③教科書開発マニュアル・教科書サンプルの作成と NCTB/教

科書執筆者への提供、④教科書開発ワークショップへの参加を通した教科書開発に向けた

提言、を活動の中心としながら、バングラデシュ側の教科書開発に関わる人材育成に向け

た技術支援を提供してきた。その結果、1 年生の新教科書は 2023年 1 月から、2～3 年生の

新教科書は 2024年 1月から全国の小学校へ無償配布され、使用されている43。 

 
出典：Manual for NCTB Textbook Development in Primary Education44 

図 3-16 教科書開発マニュアルの一部 

 
43 4年生と 5年生の教科書に関しては、2025年現在、新教科書は開発されていない。4年生と 5年生の教科

書は一旦開発されたものの、1年生～3年生の教科書の構造と大きく異なるため、暫定政府が承認しなかっ

たことが理由として挙げられる。暫定政権の指示により、NCTBは 2025年度中に教科書改訂を実施する予

定にしている。 
44 JSP3 (2022). Manual for NCTB Textbook Development in Primary Education, Unpunished 

NCTB 教科書執筆者 

プロジェクトローカルコンサルタント 

教科書開発の主体 

プロジェクト日本人コンサルタント 

遠隔より支援 
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教科書開発では、バングラデシュ人の教科書執筆者によって教科書が開発されたが、フ

ェーズ 2 で開発された教科書とフェーズ 3 で開発された教科書の比較分析では、以下の点

で大きな違いが見られた。フェーズ 2とフェーズ 3の教科書比較を図 3-17、図 3-18に示す。 

 

算数教科書 

➢ 本時で扱うキークエスチョンを用いて、具体的な学習内容への導入が示されてい

る。 

➢ 具体的に考えやすいようにイラストが用いられている。 

➢ 計算方法が理解しやすいように、一歩一歩丁寧に説明されている。 

➢ 学習した内容の定着をはかるための演習問題が取り入れられている。 

 

理科教科書 

➢ 児童の思考の促進と興味を持たせるためのキャラクターを導入している。 

➢ 児童が直感的に何を学習しているのか分かるアイコンを導入している。 

➢ 問題解決型の学習プロセスに従って教科書のレイアウトが構成されている。 

➢ 学習活動の目的、方法、手順、活動内容等が具体的に記載されている。 

➢ 児童同士での話し合いの場面が設定されている。 
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図 3-17 フェーズ 2、フェーズ 3 算数教科書比較 

フェーズ 2 で開発された 3 年算数教科書（2013 年度版） 

フェーズ 3 で開発された 3 年算数教科書（2024 年度版） 

本時のキークエスチョン 

図を用いた 

分かりやすい解説 

計算方法の説明 

学習した計算方法

で実際にやって定

着をはかる 
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図 3-18 フェーズ 2、フェーズ 3 理科教科書比較 

フェーズ 2 で開発された 3 年生理科教科書（2013 年度版） 

キャラクターとヒント 

学習活動の説明 

児童同士での話

し合いの場面 

豊富なイラスト・写真 

アイコン 

本時のキークエスチョン 

フェーズ 3 開発された 3 年生理科教科書（2024 年度版） 
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また、2024 年にフェーズ 3 が実施したエンドライン調査45での教員に対する質問紙調査

の結果によれば、すべての教員（回答数=23）が、「算数の教科書は、算数の授業を効果

的に行うのに役立つ」と回答しており、「理科の教科書は、理科の授業を効果的に行うの

に役立つ（とてもそう思う、ある程度そう思う）」と回答した教員の割合は全体（回答数

＝23）の 91.3%を占めている。 

 

 

 

図 3-19 教員：「算数の教科書は、算数の授業を効果的に行うのに役立つ」(n=23) 

 

図 3-20 教員：「理科の教科書は、理科の授業を行うのに役立つ」(n=23)  

 

3 年生を対象とした児童に対する質問紙調査の結果では、「算数教科書は使いやすく読

みやすい（とてもそう思う、ある程度そう思う）」と回答した児童の割合は全体（回答数

 
45 PADECO Co., Ltd. and Hiroshima University (2025).  People’s Republic of Bangladesh Strengthening Mathematics 

and Science Education in Primary Education Project Phase 3 Endline Survey Report. Unpublished.   
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＝347）の 93.4%を占めており、「理科教科書は使いやすく読みやすい（とてもそう思う、

ある程度そう思う）」と回答した児童の割合は全体（回答数＝347）の 92.7%を占めている。 

 

 

図 3-21 児童：「算数教科書は使いやすく読みやすい」(n=347)  

 

 

図 3-22 児童：「理科教科書は使いやすく読みやすい」(n=347)  

 

このことから、ほとんどの教員が新教科書に対して肯定的な意見を持っており、授業を

効果的に行うための重要なツールであると認識している。また、多くの児童にとって、新

教科書は使いやすく、読みやすい教材であることが分かる。 

以上、フェーズ 2 の教科書と比べ、フェーズ 3 で開発された教科書は、児童の活動を重

視した問題解決型の内容へと大幅に改善されており、また、教員と児童からは非常に満足

度の高い教科書として評価されている。このことから、改訂された教科書は、教員と児童
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の両方にとって、学習に対する障壁になってはおらず、むしろプラスの影響を与えている

要因と考えられる。 

フェーズ 3では、COVID-19感染拡大の影響を受け、プロジェクトのローカルコンサルタ

ントを通した遠隔支援という実施体制で臨み、また、教科書開発マニュアルおよび教科書

サンプルの作成・提供という支援方法を実施した。その結果、日本人コンサルタントに代

わり、プロジェクトのローカルスタッフが中心となって教科書開発を進めたことで、彼ら

の教科書開発に関する知識が飛躍的に向上した。また、教科書開発の経験のない NCTB が、

教科書開発マニュアルに従いながら教科書開発を管理したことで、彼ら自身のマネジメン

ト能力も成長している。 

バングラデシュの持続可能性を視野に入れながら、次期教科書開発で中心的な役割を果

たせる人材の育成に貢献したフェーズ 3の功績は大きい。 

 

3.5 コロナ禍の遠隔教育支援 

COVID-19感染拡大による 540日以上におよぶ休校措置を受け、バングラデシュ政府が策

定した COVID-19 Response and Recovery Plan に基づき、フェーズ 3 では 2020 年 10 月より

DPE と協働でテレビ放映用の算数映像教材（小学校 1～5 年生対象）344 本を作成した。コ

ロナ禍の影響がなくなる時期まで国営放送（Sangsad TV）で放映され、およそ 8 割にあた

る 283本が放映済みである46。作成した教材は、YouTubeでも公開されている。 

映像授業は現行の国定教科書に基づき作成されているため、学校の授業と合わせて使用

することができ、また、各授業は 20分程度で編集されており、児童が既習事項の復習とし

て活用できるような工夫がなされている。 

 

図 3-23 算数映像教材 

 

また、算数映像教材の政府機関や各ドナーへの周知と学校や家庭学習での活用を促進す

るため、各学年の映像教材を DVDに収めて 5巻 1セットにし、様々な使用場面での活用方

 
46 残りの算数映像教材（61 本）が未放映の理由として、全算数映像教材（344 本）が放映される前にコロ

ナ感染が収束したこと、また、DPE が放送枠を確保するのができなかったことが、理由として挙げられる。 
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法を記したフライヤーと共に関係機関へ配布した47。 

 

  
DVD セット（各学年×5巻） フライヤー（表裏） 

出典：「バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画フェーズ 3 プロジェクト事業完了報告書」（2025） 

図 3-24 配布した DVD セットとフライヤー 

 

2024 年に実施したエンドライン調査での児童質問紙調査の結果によれば、コロナ禍での

休校中、「テレビで放送された算数番組を見た」と回答した児童は全体（回答数=347）の

約 55%を占める。 

 

図 3-25 児童：「休校中、テレビで放送された算数番組を見ましたか？」(n=347)  

 

また、コロナ禍でテレビ放送された算数番組に関しては、以下の声が聞かれた48。 

 

① 郡教育事務所補佐官（AUEO：Assistant Upazila Education Officer） 

 Sangsad TVの放映スケジュールを学校と保護者に通知した。 

 
47  配布先は、政府機関（MoPME、DPE、NCTB、NAPE、PTI）、主要な開発ドナー（世界銀行、ADB、

UNICEF、UNESCO、USAID、EU、FCDO、CAMPE）となっている。 
48 2024年に実施した CPDモニタリング調査でのインタビュー調査の結果に基づく。 
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 算数ビデオを見ることで、児童は多少なりとも恩恵を受けた。算数ビデオは、児童

だけでなく、教員にとっても有益である。 

 Sangsad TVのプログラムを視聴するよう全ての学校に指示を出し、スケジュールを

送付した。 

② 保護者 

 学校から Sangsad TVのスケジュールも受け取り、一部の授業を視聴した。 

③ 児童 

 Sangsad TVの授業を見たことがある。トピックを簡単に理解できる。 

 Sangsad TVを見た。両親が積極的に見せてくれた。 

 理解しやすく、算数の学習に役立つ。Step by stepで教えてくれるので分かりやすい。

授業の復習で使える。 

 

このように、Sangsad TVの算数番組は教育関係者、保護者、児童それぞれにとって肯定

的に受け取られており、特にコロナ禍における遠隔教育の一環として重要な役割を果たし

たと言える。その一方で、一部の保護者からは、「学校から Sangsad TVを見るように指示

があったが、テレビを見る環境がなく視聴できなかった」「自宅にテレビが無いため、家

で授業のビデオを見ることができなかった」との声が上がっていることから、テレビ視聴

環境が整わない家庭への支援策も検討も必要である。 

 

3.6 PDM 成果指標達成状況 

本プロジェクトは、初等理数科教育の質向上を目的として、3 フェーズを通じて、教科

書・指導書の改訂、教員研修の充実、関係者の意識改革の促進など、多面的かつ段階的な

取組を行ってきた。プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

に示された成果指標については、3フェーズを通じて概ね達成されたと評価できる。 

フェーズ 1では、教育パッケージを核とした研修および教材開発を通じて、NAPEや PTI

を含む関係機関での授業改善、教官の指導観の変化、協力校における学習成果の向上とい

った実践的な成果が見られた。 

フェーズ 2 では、教科書改訂や授業研究の制度化など制度面での前進があった一方、授

業観察評価や新しい指導法の活用といった一部のプロジェクト目標指標は達成に至らなか

った。これは、研修がバングラデシュ政府主導で実施されたことで、プロジェクトの支援

が教材開発に限定され、講師育成や実施体制への技術的支援が十分に行えなかったこと、

加えて DPE内部の調整機能の弱さなど制度的な制約によるものである。 

フェーズ 3 では、エンドライン調査で児童の学力向上が確認され、カリキュラム、教科

書・教員用指導書の改訂、DPEd 改訂版への授業研究導入、CPD デジタル教材の開発とい

った成果が得られた。一方で、教科書開発（4・5年生）、DPEd改訂、CPDフレームワーク

改善の一部は、バングラデシュ側の意思決定や作業時間の制約により、限定的な介入にと

どまった。 

こうした部分的な未達成の背景には、制度的・運営的課題、関係機関間の連携の不十分

さ、政策決定の遅延といった外部要因があったと考えられるが、全体として本プロジェク
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トは、理数科教育における教材整備、教員養成、CPD など、制度的・実践的基盤の強化に

大きく寄与したと総括できる。 

表 3-4 フェーズ 1 PDM 成果指標達成状況 

プロジェクト要約 達成状況 

プロジェクト目標：以下の対象機関

において理数科の授業の質が向上す

る 

 NAPE 

 PTIs 

 協力校 

 選定された URCと UEO 

教育パッケージの開発・活用や各種研修により、

NAPE や PTI での授業改善が進み、教官や教員の授業

観や指導法に変化が見られた。協力校では児童の学び

も向上し、修了率の改善が確認された。URC・UEOに

おいても研修を通じて教育パッケージの理解が広が

り、各レベルの関係者に授業改善の必要性に対する意

識変化が生まれた。 

成果 1： 教育パッケージの開発を通

じて新しい教授法が導入される 

算数、理科の教育パッケージ、使用者向けのビデオ教

材及びガイドラインを開発した。JSP1 は DPE に対し

て普及計画策定の支援を行い、教育パッケージは

PEDP2予算で全国小学校に配布された。 

成果 2：教育パッケージの活用によ

って、対象機関における理数科の授

業が改善される  

教育パッケージの活用を通じて、理数科授業の改善が

各対象機関で見られた。ワークショップや研修を通じ

て、関係者の授業改善への理解が深まり、教育現場の

課題が共有され、対応策が議論された。協力校では試

行授業による教員の指導力向上が確認され、教育パッ

ケージは研修や C-in-Ed授業にも広く導入された。 

成果 3：NAPE の理数科研修、研究

能力が向上する 

ベースライン調査により機関連携の課題が明らかとな

り、教育パッケージやカリキュラム分析を通じて具体

的な提言が行われた。NAPE や PTI に対する研修やモ

ニタリングも実施され、専門性向上と研修内容の改

善、他教科教官への展開などの波及効果が確認され

た。 

成果 4：活動の進捗状況が定期的に

DPEおよび PEDPIIに報告される  

PEDP2が実施するレビュー会議、年次計画等で、JICA

活動との調整を図った。また、NAPE ニュースレター

でプロジェクト活動を定期的に報告した。 

出典：「バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画プロジェクト プロジェクト事業完了報告書」（2010）

を基にパデコ作成 

 

表 3-5 フェーズ 2 PDM 成果指標達成状況 

プロジェクト要約 達成状況 

プロジェクト目標：小学校の算数・

理科において新しい教授法に基づい

た授業が実践される 

教科書整備や研修支援を通じて理数科授業の改善を図

った。授業研究の実施は目標値を達成したが、授業観

察による評価は目標未達であった。また、理科では新

しい指導法の活用を達成したが、算数では未達であっ

た。研修はバングラデシュ政府が主導で実施したた

め、プロジェクトは教材開発など限定的な支援にとど

まり、講師育成や実施体制への技術支援を十分に行え

なかったことが、現場の教授力向上に限界をもたらし

た。 
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プロジェクト要約 達成状況 

成果 1：小学校理数科教科書の内容

が改善される。 

理数科教科書と教員用指導書の改訂・試行・レビュー

を通じて、学習者中心の内容への改善を支援した。

NCTB への技術支援やセミナーの実施により、教科書

改善への継続的な取組姿勢も醸成された。 

成果 2：教員研修の質が改善される 教員研修教材の整備や授業研究の全国展開を支援し、

制度面での貢献を果たした。一方、研修講師育成や効

果検証はバングラデシュ側の体制やマネジメントに課

題があり、現場教員の教授力向上への直接的効果は限

定的であった。 

成果 3：新しい授業実践のための関

係者の意識改革・環境整備が行われ

る 

テレビドラマやバナー配布などを通じて新しい教授法

の理解促進と意識改革を支援し、多くの教育関係者が

学習者中心の指導法を認識するようになった。一方、

教科書情報の不足やモニタリングに対する現場の不満

も見られたが、全体として意識改革と環境整備は概ね

達成された。 

出典：「バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画フェーズ 2 プロジェクト事業完了報告書」（2017）

を基にパデコ作成 

 

表 3-6 フェーズ 3 PDM 成果指標達成状況 

プロジェクト要約 達成状況 

プロジェクト目標：初等理数科にお

ける児童の理解度が改善する 

エンドライン調査の児童学力テストは、算数、理科と

もに目標値を達成。授業観察評価では理科は達成、算

数は目標値にやや届かなかった。 

本プロジェクトは、教科書改訂、教員用指導書改訂を

完了したが、改訂版カリキュラム普及研修は 1 年生向

けにしか実施されておらず、学校現場での授業の実践

に課題が残る。今後、児童の理解度の改善に向け、バ

ングラデシュ政府側の対応が求められる。 

成果 1：初等理数科の指導・学習に

おける課題への対処方法が明確にな

り、カリキュラム改訂の中で対応さ

れる（PEDP4 サブコンポーネント 

1.1） 

本プロジェクトの提言が反映された改訂版理数科カリ

キュラムは 2022年 3月にMOPMEにより承認された。

カリキュラム普及研修用デジタル教材を開発し NCTB

に提供した。 

成果 2：初等理数科の指導・学習に

おける課題が、教科書及び指導・学

習教材の改訂において対応される

（PEDP4 サブコンポーネント 1.2） 

1年生～3年生の教科書、教員用指導書は、本プロジェ

クトによる提言が反映された教科書が完成し、全国に

配布された。4 年生、5 年生の教科書、教員用指導書

は、バングラデシュ側の事情で承認に至っていない

が、本プロジェクトは改訂にかかる支援を完了した。

その他、算数映像教材（COVID-19 Response and 

Recovery Plan への対応）、デジタル教員用指導書を開

発した。 

成果 3：初等理数科の指導・学習に

おける課題に対応できるよう、適切

に設計された教員教育研修によって

教員が養成される（PEDP4 サブコ

ンポーネント 1.3） 

全国 PTIで実施中の「Revised DPEd （BTPT）」に、本

プロジェクトが導入を支援してきた授業研究が正式に

導入された。一方で、DPEd 改訂についてバングラデ

シュ政府側で統一した見解がPEDP4の最後まで出ず、

本プロジェクトからの介入は極めて限定的となった。 
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プロジェクト要約 達成状況 

成果 4：教員が初等理数科の指導・

学習における課題に対応できるよ

う、適切に設計された継続的職能開

発（CPD）を通じて継続的に支援さ

れる（PEDP4 サブコンポーネント 

1.4） 

本プロジェクトは CPD用デジタル教材 3点を開発し、

全国普及や研修導入に向けた提言を行うとともに、モ

ニタリング調査を通じて質の改善に向けた提言も実施

した。一方で、CPD フレームワーク策定に向けた助言

を行ったが、作業時間の制約から多くは反映されず、

同フレームワークは現行活動の延長にとどまった。 

出典：「バングラデシュ国小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3 第 2 期プロジェクト事業完了報

告書」（2025）を基にパデコ作成  
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第4章 JICA 初等教育協力からの教訓 

本章では、20年間の初等教育協力から得られた教訓について述べる。 

 

4.1 プログラムアプローチの中でのプロジェクトの実施 

フェーズ 1 で開発された教育パッケージとその試行・導入の際に用いられた授業研究の

手法等の効果が徐々に協力校（マイメンシン県内の 5 校）で具現化し始めた 2006 年頃、

PEDP2 では中間レビュー（Mid₋Term Review）に向けて具体的な成果の取りまとめが行わ

れていたが、プログラム立ち上げに伴う調整で時間を要していたため、特に目立った成果

に乏しく、PEDP2のプログラム調整ユニットは苦心していた。しかし、JICA 初等教育アド

バイザーによる働きかけもあり、技術協力プロジェクトとバングラデシュ側の NCTB 技術

支援アドバイザーの間で技術面に関する協議が順調に進み、その結果、PEDP2 資金（プー

ルファンド）を活用した教育パッケージの全国配布とそれに伴う教員への研修の改善につ

ながった。結果的に JICA が行う技術協力の必要性がバングラデシュの教育システムを改善

するうえで重要であることが関係者の間で認知されるようになった。その後、上述の協力

校 5 校では、修了率の向上が見られ、2008 年時点で全国平均 50.7%のところ、協力校平均

は 83.9%となった（図 4-1）。PEDP2ではその後、JICAの PRS無償資金協力が拠出されるこ

ととなり、PEDP2と JICA教育協力とが一体感を持って実施されるに至った。 

PEDP3 において、バングラデシュの国会議員選挙に合わせ初等教科書開発作業が 3 年間

から 2 年間に短縮された際も、教科書の品質の低下が懸念されたが、開発パートナー・コ

ンソーシアム議長を務めていた JICA 初等教育アドバイザーとの連携で DIFD や UNICEFと

協調してPEDP3に対して教科書の再修正の必要性を訴えた結果、算数・理科の修正を JICA

が、ベンガル語・英語・社会の修正を DFID が行うという異例の介入を実現することとな

った。 

PEDP3の取り組みとして、教員養成課程をそれまでの C-in-EdからDPEdへアップグレー

ドする際には、UNICEF と JICA 技術協力プロジェクトが連携しカリキュラム開発と教材開

発を実施することとなったが、個別専門家の支援によるところも大きい。実際の教科書開

発においては、プロジェクト日本人コンサルタントと PTI に派遣されていた協力隊員とが

執筆を分担して行うという JICA側での新たな連携も見られた。 

このように具体的な教材や授業改善を支援する学校レベルでの技術協力プロジェクトの

活動と DPE で PEDP と政策レベルでの調整をする個別専門家とが連携したアプローチは、

プログラムの中で JICA技術協力プロジェクトを実施するうえで効果的であった。もちろん

前提となるのは技術協力プロジェクトで質の良い教材が開発されることであったが、この

ような政策と一体となった活動が可能になったのはオール JICA 体制（JICA バングラデシ

ュ事務所、JICA 本部、個別専門家、海外協力隊、技術協力プロジェクト）でバングラデシ

ュ政府に働きかけたからと考える。 
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出典：「バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画 プロジェクト事業完了報告書」（2010）(p.4-2) 

図 4-1 JSP1 協力校（小学校 5 校）修了率推移 

 

4.2 教育の質の改善に向けたカウンターパートの意識・実践改革 

フェーズ 1 の開始当初、カウンターパートはプロジェクト日本人コンサルタントからの

技術的インプットの質を認めつつも、教育パッケージ開発や協力校との授業研究会実施な

ど JICA技術協力プロジェクトの活動に対する協力が限定的であった。その背景には、カウ

ンターパートがフルタイムのアサインではなく、所属先である NAPE の本業を優先してし

まうことや、協力校への訪問や指導は日当などの手当（インセンティブ）につながらなか

ったことがある。しかしながら、2007年より教育パッケージの PTIでの活用が DPEから承

認されたこと、PEDP2 による教育パッケージの全国配布が決定されたことを受け、PEDP

でカウンターパートに対する評価や注目が徐々に上がっていった。さらに教育パッケージ

普及の一環で国内出張も実施され、本邦研修や第三国研修（フィリピン国）の機会にも恵

まれることとなった。その結果、カウンターパートの JICA活動に対する理解・協力、教育

の質の改善に向けた意識が大きく変化し、プロジェクトがうまく機能した。 

フェーズ 1 のカウンターパートのうち 2 名は、その後フェーズ 2 の期間に、2010 年から

JICA長期研修員として広島大学で修士課程を履修して修士号を取得している。2014年には

NAPE のカウンターパート 1 名が、第 8 回世界授業研究学会（インドネシア教育大学）の

JICAセッションでパネリストの一人として発表した。 

教育の質の改善と円滑なプロジェクトの実施には、単に良質のインプットを行い良質の

教材や研修を提供するだけではなく、カウンターパートの意識・実践改革をキーワードと
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した関係者間の信頼関係構築と理解促進も重要である。そのためにも、本邦研修や第三国

研修、長期研修、海外での学会発表などを効果的に活用する必要があるだろう。JICA との

活動に対する第 3 者からの高評価は、カウンターパート個々人の自信につながることは明

らかであり、そのことが金銭的なことではない JICA事業へのインセンティブとなる。 

 

4.3 メディアを活用した関係者の意識改革 

フェーズ 2 では、メディアを活用した授業改善メッセージの全国配信に取り組んだこと

が特筆される。特に、授業改善をテーマにしたテレビドラマ「Rupantar Kotaha」 では、国

営放送である BTV での全国放映を行うために、MOPME 大臣への試写会49を開いて承認を

取り付け、無事に放映することが出来たことは大きな成果と言える。その後、このテレビ

ドラマシリーズは DPE 訓練課が実施する教員研修で必ず上映されるようになった。小学校

現場に視察に行くと、「私 Rupantar Kotha 観ました」「自分もあの先生みたいになりたい

と思います」と感想を話してくれる教員に会うこともある。何よりも有効だったと考えて

いるのは、地元の最大手のメディア開発会社50に業務委託できたことである。この会社は

1990年代初頭、バングラデシュ政府の Education for All（EFA）キャンペーンを担ったこと

もある老舗で、当時はキャラバン隊を編成して村々を回っては教育の大切さをテーマに旅

芝居をして全国を回ったこともあったそうだ。そのため、ドラマ制作に関する DPE や

MOPME への説得も熱心にやってくれた上に、完成した作品のクオリティも大変高いもの

であった。メディア戦略は、コストはかかるものの、バングラデシュにおいては社会全体

に影響を与えるテレビドラマの手法は今後も有効と考えられる。 

フェーズ 1では、JICA の授業改善事業の「プロモーション用 DVD（3枚）」を開発・配

布した。フェーズ 2では、「テレビドラマ（Rupantar Kothaシリーズ全 5作）」以外にも、

「公共サービス放送（PSA：Public Service Announcement）」開発とテレビ放映、「PEDP3 

コミュニケーション戦略」策定支援、「授業研究バナー（3 枚組）」の製作・配布、教員

同士の交流の場としての「フェイスブック（Rupantar Kotha）」運営支援、「コミュニティ

ラジオ」試行活動、「学校連絡帳」試行活動など、出来る限りのことを試行した。フェー

ズ 3では、COVID-19感染拡大の影響で学校に通えなくなった小学生向けの算数授業映像を

開発し Sangsad TVで全国放映したほか、算数と理科のモデルレッスンをデジタル教材化す

るなど、地元のデジタルメディア企業への業務委託でアニメーションやスマートボードを

使った授業映像などにも挑戦した。 

これらメディアを活用した普及のアイデアは、他ドナーでも手掛けており、バングラデ

シュ版セサミストリート「シシュンプール（子供の場所）」は DFIDの English in Actionプ

ロジェクトが支援していて、今も子供たちに大人気の児童向け英語学習番組がある。 

 

 
49 試写会には、MOPME 大臣、国務大臣以下、課長クラス以上の職員（約 70 名）が出席した。JICA 事務

所からも次長が出席した。情報省への説明も MOPMEの担当者が行った。 
50 Asiatic Marketing Communication Ltd., Bangladesh（https://www.asiaticmcl.com/） 

https://www.asiaticmcl.com/


 

バングラデシュ初等教育分野における協力の 20年の総括報告書 最終報告書 

50 

4.4 ICT を活用した遠隔教育の可能性 

2018 年に実施された NCTB 調査51の結果と比較すると、2024 年のエンドライン調査にお

いて、児童の学力には顕著な変化が見られた。特に、算数の平均正答率は 35%から 54%へ

と大幅に向上し、理科に関しては 51%とほぼ同水準を維持した。また、理数科における児

童・児童の学力に関して、NSA202252ではコロナ禍を経てもなお年次によっては微増、ほ

ぼ現状維持という結果になった。この結果は、2020年 3月から 2021年 9月までの約 1年半

に及ぶ休校期間を経た後に得られたものであり、コロナ禍による学習機会の損失にもかか

わらず、児童の学力が向上または維持されたことを示唆している。 

この背景には、地方教育行政、学校、家庭の三者による積極的な学習支援と児童の学習

機会の確保があったと考えられる。2024年に JSP3が実施したエンドライン調査の結果によ

ると、休校期間中、児童の学習は主に教科書を中心に進められており、算数では 51.6%、

理科では 52.1%の児童が教科書を使用して学習していた。加えて、「学校からのワークシー

ト」（算数 17.5%、理科 16.8%）や「オンライン授業」（算数 10.1%）、「算数TV番組」（8.9%）

などが補助的な学習手段として活用されていたことが明らかとなった。 

 

 

図 4-2 児童：「休校中、どのような教材/メディアを利用して算数を学習しましたか？」 

 

特に、地方教育行政の主導により、学校・家庭との連携を図りながら、児童の学習継続

を支援する施策が講じられた点は注目に値する。中でも、JICA は DPE と協働し、小学校 1

～5年生を対象としたテレビ放映用の算数映像教材 344本を制作し、コロナ禍における遠隔

 
51 Dr. Iqubal Aziz Muttaqi, 2019, Curriculum Effectiveness Study Report, National Curriculum and Textbook Board 

(supported by UNICEF Bangladesh) 
52  Directorate of Primary Education (2023). National Student Assessment (NSA) 2022 Grade 3 and 5. https://file-

dhaka.portal.gov.bd/uploads/f9ffd0a9-1f5c-46ce-b13e-276cbea5d165//679/da6/66d/679da666d804e361162986.pdf 
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教育活動を積極的に支援した。この映像教材は、AUEO を通じて学校と保護者に対して視

聴が推奨され、視聴スケジュールも共有された。その結果、2024年に JSP3が実施したエン

ドライン調査では、調査対象の児童 347 名のうち約 55%がコロナ禍の休校中に算数 TV 番

組を視聴していたという調査結果が示されており、JICA の支援が教育機会の確保に大きく

寄与したことがうかがえる。このような取り組みにより、児童は学校に通えない期間であ

っても、一定の学習機会を確保することができたと考えられる。 

しかし、課題も残る。エンドライン調査結果によると、約 26%の児童は「テレビで算数

番組が放送されたことを知らなかった」と回答しており、一部の家庭では情報が行き届か

なかったり、テレビの視聴環境が整っていなかったりする可能性がある。このことから、

教育機会の公平な提供のためには、すべての児童が確実に学習情報を受け取れる通知シス

テムの構築と、デジタル教材へのアクセス環境の整備が必要である。 

総じて、コロナ禍における長期間の休校は児童の学習に大きな影響を及ぼしたが、地方

教育行政、学校、家庭の連携により、「オンライン授業」と「算数テレビ番組」の活用を

通して児童の学習機会は維持される結果となった。このことは、学校と家庭の協力体制の

重要性を再認識させるとともに、ICT やデジタル教材を活用した遠隔教育が児童の学習支

援において有効であることが示唆している。今後の教育政策においては、ICT とデジタル

教材を活用した遠隔教育の可能性をさらに追求し、児童の学力向上および教育の公平性を

確保する施策を講じることが求められる。 
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第5章 バングラデシュ初等教育の残されている課題 

本章では、カリキュラム、人材・組織の能力の観点から、バングラデシュの初等教育が

現在もなお抱える「残されている課題」について述べていく。 

 

5.1 カリキュラム 

カリキュラムに関しては、JICA はこれまで小学校理数科教育強化プロジェクトを通して、

主に、カリキュラム改訂、教科書開発、授業改善、教員研修に対して支援を実施してきた

ことから、特に、三層カリキュラムである「意図されたカリキュラム（カリキュラム、シ

ラバス、教科書）」、「実施されたカリキュラム（授業）」、「達成されたカリキュラム（児童

の学力、試験結果、評価）」の文脈からバングラデシュの初等教育において残されている

課題を検討していく。 

 

 

図 5-1 三層カリキュラム 

  

 

意図された 

カリキュラム 

（国・社会の文脈） 

実施された 

カリキュラム 

（教員、授業の文脈） 

達成された 

カリキュラム 

（児童・生徒の成績） 
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5.1.1 意図されたカリキュラム 

理数科の初等カリキュラム（シラバス）および教科書に係る課題は以下の通りである。 

表 5-1 意図されたカリキュラムに係る課題 

 課題 

カリキュラム 

（シラバス） 

• 2012 年のカリキュラムに比べ、2022 年に改訂されたカリキュラムは、よ

り高次の認知スキルの習得を目指した内容へと改訂された。また、知識

や技能の習得のみだけでなく、児童がこれからの社会を生きるために必

要とされる能力や態度の育成を意識したカリキュラムへと改訂できたこ

とは大きな成果である。 

• その一方で、低次の認知レベルに属する動詞の割合に比べ、高次の認知

レベルに属する動詞の割合は依然として低く、バランスの取れたシラバ

スが求められる。 

• また、学習目標については、学習内容との整合性が取れていない、学習

内容に重複が見られ配列が不適切である、等の課題が残る。 

教科書 • フェーズ 3 で開発された教科書では、キャラクターやアイコンの導入、

問題解決型学習のプロセスに沿ったレイアウト構成、児童同士による話

し合いの設定、等の点で改善が見られた。 

• 他方で、 

➢ 記述内容に間違いや重複が見られる。 

➢ 説明が不明瞭である。 

➢ 学習内容と関連性のないイラストが描かれている。 

➢ フォーマットが統一されていない。 

といった課題が残されており、パイロット活動を通した修正作業が必要

である。 

 

5.1.2 実施されたカリキュラム 

理数科授業および教員の授業指導力に係る課題は以下の通りである。 

表 5-2 実施されたカリキュラムに係る課題 

 課題 

理数科授業・

教員の授業指

導力 

• 教育パッケージ開発および DPE 訓練課が実施する各種教員研修に対する

技術支援を実施し、日本発祥の授業改善手法である授業研究の認知度・

実施率を高め、授業研究を継続的に実施している教員のクラスの児童の

方がテストの成績が良いという結果が見られた。 

• しかしながら、教員の授業指導力のレベルは、学校間で大きなばらつき

が見られる。また、エンドライン調査対象校の教員の授業指導力の平均

得点は 5点満点中 2.3であり、この数値は「最低限身につけるべきレベル

を少し上回る」程度であり、依然として授業指導力に課題が残されてい

る。特に、授業の進め方や黒板の活用などに課題があり、さらなる向上

が必要と考えられる。 
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5.1.3 達成されたカリキュラム 

理数科分野における児童の学力に係る課題は表 5-3の通りである。 

表 5-3 達成されたカリキュラムに係る課題 

 

5.2 人材・組織の能力 

ここでは、カリキュラム/教科書、授業、研修に関する人材および組織の能力に係る課題

について述べていく。 

表 5-4 人材・組織の能力に係る課題 

 課題 

カリキュラム/

教科書に関わ

る人材の課題 

 

• NCTB のカリキュラム改訂/教科書開発に関わる知識は飛躍的に向上し、

また、マネジメント能力も一定程度向上するなど、次期カリキュラム改

訂/教科書開発で中心的な役割を果たせる人材は育成されている。 

• その一方で、バングラデシュのカリキュラム改訂および教科書開発の実

施体制は、知識と経験のない外部からの有識者から選定されるため、質

の高いカリキュラムや教科書を開発することが難しい。開発者・執筆者

の選定条件、カリキュラム改訂/教科書開発の実施体制の編成等が課題で

ある。 

• また、各教科に対して、NCTBから各 1名の職員がコーディネータとして

割り当てられるが、その機能を十分には果たしていなかった。NCTB 主

体で教科書開発は実施されるが、キックオフミーティングやワークショ

ップにおいて、NCTB スタッフは新教科書に関する明確なビジョンや方

向性を示すことができない。また、教科書執筆者に対して、教科書開発

作業に関する的確な指示や調整、技術的な指導ができない、などの課題

が浮き彫りとなった。 

• さらに、NCTB職員は短い周期で異動する。そのため、NCTBには、カリ

キュラム改訂および教科書開発に関する知見が蓄積されにくい。これ

は、個人が持つ情報や知見を他人と共有する機会や、資料や情報を組織

内に保存・保管する慣習が、NCTB に無いことが原因であると推測す

る。今後、実施されるカリキュラム改訂/教科書開発に向け、どのように

知見を蓄積し後世に引き継いでいくかが NCTBの課題である。 

 課題 

児童の学力 • 理数科における児童の学力に関して、NSA2022 では、コロナ禍を経ても

なお、年次によっては微増、ほぼ現状維持という結果になった。また、

2018 年に実施された NCTB 調査の結果と比較すると、2024 年のエンドラ

イン調査において、3年生の算数テストでは平均正答率が 35%から 54%へ

と大幅に向上し、理科に関しては 51%とほぼ同水準を維持した。算数に

おいては顕著な改善が見られたことから、一つの「成果」として捉えら

れることができる。 

• その一方で、エンドライン調査では、3 年生の算数、理科のテストとも

に、学校間、地域間（都市部と地方部）で平均正答率に大きなばらつき

が見られることから、学力格差が課題として残されている。 

• また、算数に関しては、基礎概念の理解が向上している一方で、繰り上

げを伴う掛け算など、複雑な計算問題の正答率が依然として低い傾向が

見られる。理科に関しても、特定の単元や学習トピックについては課題

が見られた。 
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 課題 

研修に関わる

人材の課題 

• DPE 訓練課を通じて多くの研修が行われているが、各研修の記録、効果

測定、分析は行われていない。研修前後の効果測定、研修後の教員の授

業実施における研修効果の測定・分析に向けて DPE 訓練課の能力強化が

必要である。年間業務計画（Annual Operation Plan：AOP）に記載されて

いても実施出来ない研修がこれまで度々見られる。また、担当者レベル

では研修実施が目的化されている可能性は高く、改善に対する意識の醸

成が求められる。 

• DPE 訓練課が実施する各種教員研修はカスケード式で行われている。し

かし小学校教員まで新しい指導法が確実に伝わっているとは言い難い。

トレーナー研修参加者が、質の高い研修を実施するための能力強化及び

研修実施方法の工夫と技術が必要である。コロナ禍後の教員研修では、

座学部分はオンラインで代用している研修もあった。研修の目的が知識

伝達であればオンライン研修で十分であり、むしろ対面研修でしかでき

ない教授法や授業観察といった技術の習得を抜き出して、その部分に特

化した研修を定期的・継続的に実施するといった教員研修モダリティの

改善が今後の課題である。 

• URC・郡教育長（Thana Education Officer/Upazila Education Officer：

TEO/UEO）・ AUEO/ATEO が教員に対して行っているモニタリングがか

えって教員のやる気を削いでいるという状況が観察される。教員へのメ

ンタリングを適切に行うためには、URC・TEO/UEO・AUEO/ATEO への

能力強化が求められる。他方、PEDP4 延長期間の活動からサブクラスタ

ー研修が削除されてしまい、定期的・継続的な郡の教育行政から学校レ

ベルへの介入の機会が失われてしまった。学校現場からはこういった関

係者間のコミュニケーションの機会が奪われることへの失望の声もあ

る。このことから、中央の DPE 職員が、郡・学校関係者のニーズを捉え

切れていないという懸念が浮かんでくる。 

• 教員に対して行っているモニタリングの情報は蓄積されているものの、

集められた情報が、DPE、PTI、郡レベルの研修改善と次期の研修計画の

ために活用されていない。授業の質を重視したものとするためにモニタ

リングシステムの改善が必要である。 

授業に関わる

人材の課題 

• JICA の技術支援により、PEDP3 の時期に授業研究の手法が全国的に普及

した。PEDP3中間レビュー後に、TSN研修が AOPに独立した活動として

位置づけられ、小学校教員向けに導入研修も実施された時期があった。

授業研究を実施している学校では全体的に授業案の質の改善が確認され

ており、学校レベルでの授業改善手法として授業研究は有効であると考

えられる。その後、PEDP4プログラム策定時にCPDから TSN研修は削除

された53。 

• しかしながら、教科知識に関する質問へ回答ができる人材や教授法に関

して指導できる人材が校内や域内（AUEO や URC インストラクター含

む）にいないことが指摘されている。AUEO は郡の教育行政官なので、

教科知識や教授法の改善について直接の指導はそもそも求められていな

い。URC インストラクターも同様である。郡に各教科に関する知識と教

授法に詳しい人材が一人でもいれば十分だとは思うが、むしろ学校に近

いレベルで定期的・継続的に実践を積み重ねる（モニタリング＆メンタ

リング）機会づくりが必要な状況と思料する。 

 
53 現在、初等教育ディプロマのカリキュラムには、授業研究の手法が取り入れられている。 
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 課題 

DPE の組織的

な課題 

• DPE 各部局は常に多忙で、人員も不足している状況にある。加えて、突

発的な政府からの指示への対応に追われることが多く、その結果とし

て、JICA プロジェクトとの協働において十分に歩調を合わせることが難

しい場面が見られる。 

• DPE職員は、PEDPの調整業務に多くの時間を割かれており、他業務との

両立が困難な状況にある。 

NCTB の組織

的な課題 

• カリキュラム改訂と教科書開発の作業が全く予定通りに進まない。例え

ば、2019年に実施されたカリキュラム改訂では、PEDP 4計画に基づく初

等カリキュラム改訂が実施されている一方で、PEDP 4 の活動とは関係の

ない K-12 国家カリキュラム枠組み（National Curriculum Framework：

NCF）開発が同時並行で進行した。首相府筋からの要請もあり、NCTB

は初等カリキュラム改訂よりも NCF 開発を優先したため、改訂版初等カ

リキュラムの完成が大幅に遅れたという経緯がある。原因として、組織

的な構造によるところが大きいものの、PEDP を管轄する MOPME と、

NCTB を管轄する教育省（Ministry of Education：MOE）との調整不足か

らか、政府からの指示が二転三転する。そのため、JICA プロジェクトと

しては活動計画・要員計画が立てにくく、計画通りに業務を遂行するこ

とが困難である。 

• NCTB 職員はコーディネータの役割であり、実際の開発や執筆は専門家

グループの招集により行われる。そのこと自体に問題はないが、質的な

側面がグリップ出来ていない。（日本は官僚がある程度品質管理してい

る） 

NAPE の組織

的な課題 

• NAPE 戦略計画（NAPE Strategic Plan）を取りまとめるも、資金確保が進

まず、実施が遅れていて、初等教育セクターでの存在感が著しく低下し

ている。初等教育アカデミアのトップとしてのリーダーシップが発揮さ

れない。 

• 初等教育ディプロマの改訂作業が進んでいないが、MOPME 内の調整が

進んでいないことが原因。 
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第6章 バングラデシュ初等教育の質的改善に向けた提言 

本章では、第 5 章で述べた課題に対し、バングラデシュ国初等教育の質的改善に向けた

提言を行う。 

 

6.1 カリキュラム改訂/教科書開発に対する提言 

【プロセス】 

2019年に実施されたカリキュラム改訂については、PEDP 4の計画に基づく初等カリキュ

ラム改訂が実施されている一方で、PEDP 4 の活動とは関係のない、K-12 NCF 開発も同時

並行で進行したため、改訂版初等カリキュラムの完成が大幅に遅れた。さらに、K-12 NCF、

初等カリキュラム、中等カリキュラムの完成時期にずれがあったため、それぞれの内容に

整合性が取れていないという事態が発生した。そのため、NCF と中等カリキュラムとの整

合性を図るために改訂版初等カリキュラムを再度修正するという大幅な作業が生じている。 

NCTB は、政府・MOE の実施計画と PEDP の活動・計画との整合性を考慮し、MOE、

MOPME、初等教育課など、他の組織と常に連携を図りながら、カリキュラム改訂/教科書

開発に対するマネジメントを実施することが必要であろう。 

 

【実施体制】 

カリキュラム改訂や教科書・指導書開発では、高い専門知識と経験を必要とするが、選

定された外部有識者のほとんどが、カリキュラム改訂および教科書・指導書開発に関する

知識と経験がない。さらに、教科書・指導書開発に関しては、同じ執筆者が一貫して 1 年

生～5 年生の教科書を開発する体制になっていないため、学年によって教科書の構造や表

現が異なることが散見される。 

カリキュラムと教科書・指導書の質を確保するためには、カリキュラム開発者・教科書

執筆者の選定条件を明確にすること、経験のある有識者をカリキュラム開発者と教科書執

筆者として招集すること、また、教科書開発に関しては、全学年を通して同じ執筆者が担

当する、等の対策を講じることが重要である。 

 

【NCTBの人材育成】 

NCTB 主体でカリキュラム改訂/教科書開発は実施されるが、NCTB の職員はカリキュラ

ム/教科書に対する明確なビジョンや方向性を示すことができない、カリキュラム開発者/

教科書執筆者に対して的確な指示や調整・技術的な指導ができていない等、コーディネー

タとしての機能を十分には果たせていない。これは、NCTB 職員の、①カリキュラム改訂/

教科書開発に関する知識・技術の不足、②マネジメント能力の欠如、③コーディネータと

しての責任や役割に対する意識が低いこと、など原因であると考えられる。 

NCTB は、大学や教育研究機関など外部の有識者を招いたカリキュラム改訂/教科書開発

に関するワークショップの開催、マネジメントに関する研修やワークショップへの参加、

NCTB 内での定期的な勉強会の実施、情報や知識を共有できる機会の設定、などを通して、

NCTBの人材育成を図るべきである。  
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【NCTBの組織能力開発】  

フェーズ 2 でカリキュラム改訂/教科書開発の経験がある NCTB 職員の異動に伴い、

NCTB には、カリキュラム改訂/教科書開発に関する知識と経験を有する人材がいない。こ

のような状況を鑑み、フェーズ 3 では、教科書開発マニュアルや教科書サンプルを作成し

NCTBへ提供した。 

しかし、提供した教科書開発マニュアルや、フェーズ 3 のカリキュラム改訂/教科書開発

から得た個人の知見が NCTB に蓄積されない可能性は高い。そのため、NCTB が、教科書

開発マニュアルおよび教科書サンプルを有効に活用しながら教科書開発を進めていくこと、

カリキュラム改訂/教科書・指導書開発の知見として教科書開発マニュアルおよび教科書サ

ンプルをデータベースやプラットフォームなどのアーカイブに保管・管理し、次期カリキ

ュラム改訂/教科書開発に向けて、次世代へ知見を引継げる組織体制を構築することが重要

である。 

 

6.2 理数科授業の質改善に向けた提言 

小学校理数科教育強化プロジェクトフェーズ 3 で実施したエンドライン調査では、小学

3 年生を対象とした学力テスト調査、授業ビデオ分析調査、質問紙調査、インタビュー調

査を行っており、その結果から様々な示唆が得られている。特に、教員の授業指導力向上

には、1) 学習環境の充実、2) 研修・指導サポートの強化、3) 児童の学習態度の向上、とい

う 3 つの側面での取り組みが必要である。ここでは、エンドライン調査の結果に基づき、

理数科授業の質改善に向けた提言を行う。 

 

【学習環境の整備】 

エンドライン調査では、学校及び家庭での学習環境が児童の意欲と理解度に影響を与え

ることが確認された。また、インタビュー調査からは、学校の設備について問題意識を持

っている教員も多かった。理数科授業の質を高めるためには、適切な学習教材と学校設備

の充実など、学習環境の整備が不可欠である。 

◆ 学習に集中できる環境の整備：児童が主体的に学び、質問しやすい環境づくりが不可

欠である。学力の高い児童ほど教員に質問しやすいと感じていることから、児童が積

極的に質問できる授業環境の整備が求められる。また、学習教材は児童の興味を引き

理解を深めるため、多様な種類の教材を活用することが重要となる。例えば、印刷さ

れた教材、デジタル教材、実験キットなど、異なる種類の教材をバランスよく取り入

れることが児童の意欲と理解度向上に効果的であると思われる。特に、プロジェクタ

ーやタブレット、インターネットなど、学校におけるデジタル学習環境の整備を促進

し、授業でデジタル教材やオンライン学習などの ICT を活用することで、児童の理解

度に応じた学習を提供することも検討の余地がある。校長のリーダーシップのもと、

職員会議や学校管理委員会（School Management Committee：SMC）、UEO との協議な

どを通じて学校全体としての学習環境改善に取り組むことが今後さらに重要になって

くるだろう。さらに、学習環境の整備に向けた学校学習改善計画（School Learning 

Improvement Plan：SLIP）、その他の財源の確保も検討されるべきである。 
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◆ 地域社会との協力体制の構築：エンドライン調査では、長時間の家庭学習や両親から

のサポートが児童の学力向上に寄与する重要な要因であることが示唆されている。一

方で、家庭からの学習サポートを十分に受けられない児童も一定程度見られる。家庭

環境が学力に影響しているため、各家庭や地域コミュニティとの協力体制を構築し、

地域全体で児童の学びや成長を支える活動を充実させることが重要である。例えば、

コミュニティ・スクールを導入し、放課後の学習支援や宿題サポートを充実させる体

制の構築が考えられる。しかしながら、学校と地域との連携は容易ではない。まずは

各保護者への協力要請を丁寧に説明できる機会の創出が第一歩となろう。ニュースレ

ターや SNS を活用して、学校の取り組みを地域に向けて発信するなど、学校と地域住

民との間で定期的な情報共有を行いながら相互理解を深めることが必要とされる。ま

た日本で行われている授業参観や PTA 集会なども参考に、まずは出来るところからや

ってみることも、校長のリーダーシップで取り組めることであろう。手法については

JICA技術協力プロジェクトで情報提供が可能である。 

 

【研修システム・指導サポート体制】 

教員の授業指導力が児童の学力に一定の影響を与えているものの、その影響は限定的で

ある。しかし、学力の上位校に共通する特徴として、教員の指導力が安定して高いことが

確認されている。そのため、教員の授業指導力向上に向けて、以下の取り組みが効果的で

あると思われる。 

◆ 授業研究や研修の充実：授業研究への参加経験がある教員の学校グループでは、児童

の学力到達度が高い傾向が見られた。したがって、授業研究や研修を定期的に実施し、

教員が指導スキルを磨く機会を増やすことが重要である。PEDP3 では校内研修や授業

研究の制度化が進んだが、PEDP4 ではこれら学校レベルでの教員の指導力を向上させ

る取り組みが相次いで廃止されており、その悪影響が今後出てくる可能性は否定でき

ない。次期プログラム（第五次初等教育開発プログラム（Primary Education 

Development Program：PEDP5））では、サブクラスター研修や校内研修（授業研究）

の復活が求められ、DPE 訓練課が JICA 技術協力プロジェクトのこれまでの取り組み

を参考に CPD枠組み改訂の中で再度整理していくことが期待される。 

◆ 指導法の多様化：学力の高い児童グループは、授業内容をよく理解し、積極的に質問

をする傾向が見られる。そのため、アクティブ・ラーニングの導入や個別指導の充実

など、理解度に応じた指導法の工夫が求められる。NCTB が初等カリキュラムの改訂

を検討する場合、児童が授業に参加しやすい構成に教科書を整備することが求められ、

指導書についても教員の新たな指導法について特記する工夫が必要である。小学校理

数科教育強化プロジェクトフェーズ 3で実施した CPDモニタリング調査のインタビュ

ー結果では、一部の校長や AUEO より、「新カリキュラムでは、教員は指導を行い、

児童が学習活動（実験活動など）を行う形になっている。そのため、教員はカリキュ

ラムに基づいた授業の進め方についての研修が必要」、「カリキュラム普及研修の期間

は十分ではなかった。研修では主にアセスメント部分が扱われ、詳細なカリキュラム

の議論はほとんど行われなかった。時間も短く、より明確な理解のために追加研修が

必要」など、効果的なカリキュラム普及研修の実施を求める意見があった。したがっ
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て、教員の授業指導力向上にはカリキュラム普及研修の充実が重要なポイントとなろ

う。今後実施予定の次期プログラムではDPEとNCTBがよりイニシアチブを取り、多

様な指導法とそれを可能にする研修をセットで全国の学校現場に提供することが期待

される。 

 

【児童の学習態度の向上】 

エンドライン調査の結果では、学力の高い児童は学習に対して肯定的な態度を持ち、学

習の意義を理解していることが明らかとなっている。そこで、児童の学習態度の向上に向

けて、以下のようなアプローチが効果的であると思われる。 

◆ 学習の楽しさと意義を伝える：学力の高い児童グループは、算数や理科に対する肯定

的な態度を持っていることが確認されている。そのため、学習の楽しさや日常生活へ

の応用を意識した授業設計が効果的であると思われる。理数科に特化した興味関心の

持たせ方は、教科別研修等で教材研究をする中で対応が可能であろう。しかし、児童

の学習に対する動機付けは、特定の教科にのみ責任があるのではなく、すべての教科、

クラスや学校全体の学習環境づくりが土台となって効果が発揮されるものであり、教

科教育の枠組みを超えた取り組みの結果として達成できる。校長のリーダーシップの

もと、職員会議やSMC、UEOとの協議などを通じて学校全体としての学習環境改善に

取り組むことが今後さらに重要になってくるであろう。 

◆ 自己効力感の強化：間違いに対する不安が少ない児童ほど学力が高い傾向がある。そ

のため、失敗を恐れずに挑戦できる授業の雰囲気を整えることが必要である。特に、

児童に小さな成功体験を積ませることで、自己効力感を育むことは、教員の重要な役

割であると言える。このような新たな教員の役割については、改訂 DPEd や初任者研

修でも時間をかけるよう研修マニュアルの改訂が求められる。そして、新たな CPDの

枠組みでは、クラスマネジメントにおける児童の心理的安全性に関して議論できる場

の設定が大きな鍵になると考えられる。 

 

6.3 児童の学力向上に向けた提言 

児童の学力を向上させるには、まず、児童に「分かる授業」の実践が重要であり、教員

の授業指導力の向上がその前提条件として考えられる。しかし、「分かる授業」の実践だ

けでは児童の学力を向上させるには十分ではなく、いかに児童に学習内容を定着させるか

が学力向上のキーワードとなるであろう。 

児童に学習内容を定着させるには、「分かる授業」で学習した内容や考え方を復習する

ことが大切である。そのためには、教科書と一緒に復習することのできる学習教材と、教

材を使いながら学習する時間の確保が重要である54。例えば、学習時間を確保する一つの

方法として家庭学習が考えられるが、児童の学力向上には、単に家庭学習の時間を増やせ

ばよいというものでなく、「授業→家庭学習（復習）→授業」といった授業と家庭学習と

 
54 「バングラデシュ国小学校理数科教育強化計画 フェーズ 2  インパクト調査報告書（第四号）」によれば、

調査で小学校 4 年生に算数と理科の試験を実施した結果、自宅での教科書学習と学習時間が、点数と強い

正の相関関係にあることが報告されている。 
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の連動を通じて児童の学習をサポートし、児童の総合学力を向上させることが要となって

くると思われる。 

しかしながら、バングラデシュの文脈を考慮すると、授業・家庭において学習時間を確

保することは難しく、また、家庭学習において活用できる学習教材が十分に準備されない

など、児童を取り巻く学習環境の整備に多くの課題を抱えていることが推測される。 

そこで、復習用の学習教材として、NCTB が主体で教科書に準じたワークブックや

Learning Packageなどの学習教材を開発し、オンラインで各学校・家庭へ配信することが一

案である。また、教科書の章末問題やフェーズ 3 で開発した理数科デジタル教材を授業お

よび家庭学習で有効に活用することも一考であろう。 

また、学習時間の確保や学習環境の整備に関しては、DPE が中心となり、保護者に対し

て、ワークブックなどの学習教材を活用した学習を家庭で実施するようメディアを通じた

プロモーション・啓発活動を行うことを提言する。教員に対しては、授業と家庭学習の効

果的な連動についての研修を実施し、家庭学習と連動した「分かる授業」の実践と方法に

ついて理解を深めることも必要である。 
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第7章 今後の JICA 教育協力の在り方 

バングラデシュにおける JICA の教育協力は、過去 20 年間にわたり、初等教育の質的向

上を目的として実施されてきた。特に理数科教育の改善、授業研究の導入、教員の継続的

職能開発（CPD）の強化といった分野において、バングラデシュ政府や他の開発パートナ

ーと連携しながら支援を展開してきた。これまでの成果を踏まえ、今後の JICA教育協力の

在り方について検討する。 

 

1. JICA教育協力の今後の方向性 

JICA が今後もバングラデシュの教育発展に貢献するためには、現地の教育政策と調和を

図りつつ、日本の強みを生かした支援を展開することが重要である。日本は、PISA や

TIMSS などの国際調査で常に上位に位置し、基礎学力の高さや理数科教育の実績に定評が

ある。また、実験を取り入れた授業や児童の計算力・論理的思考力の基礎を徹底して育成

する指導、体系的な教科書、継続的な教員研修などがその強みを支えており、近年は学習

活動を通じた探究学習（STEAM教育）や問題解決型学習の推進も進んでいる。こうした実

践的な取り組みを生かすことで、バングラデシュの理数科教育の質向上に一層寄与できる

だろう。特に、理数科教育の質的向上を引き続き優先課題としつつ、授業研究を通じた教

員の指導力向上、教育評価手法の強化や非認知能力の育成といった新たな分野にも積極的

に取り組むべきである。 

また、協力対象地域についても、現場の教育課題を分析した上で、重点地域を設定し、

支援の集中化と効率化を図ることが望ましい。これまでの成果が学校レベルで確実に実施

され、児童の学力の向上を目指した支援のあり方をより具体的に講じることが重要である。

地域ごとの特性やニーズに応じた教育支援を展開するために、より地域との密な協議とデ

ータ収集、そして各学校との連携を重視することで、より実効性のある協力を実現できる

と思料する。 

 

2. 既存プログラムとの連携の強化 

JICA の教育協力をより効果的なものとするためには、既存のプログラムや他の援助機関

との連携を強化することが不可欠である。今後は、技術協力を中心とした支援に重点を置

き、独自のプロジェクト形成を進めることへの再考が求められる。 

また、地方行政強化事業（Upazila Governance Development Project：UGDP）との連携を視

野に入れることで、郡レベルでの教育行政の能力向上を図り、JICA の支援が地方レベルへ

と波及することが期待される。これにより、教育の質の向上に向けた現場主導の取り組み

を支援し、持続的な教育改善を促進できる可能性が広がる。いま一度、現場主義の原点回

帰も一考ではないだろうか。 
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3. 持続的・効果的な協力のための戦略 

JICA が今後の教育協力を効果的に展開するためには、支援分野を明確化し、技術協力プ

ロジェクトの成果を最大限に活用することが不可欠である。特に、教育行政の能力強化、

教員研修の体系化、教材・指導法の開発など、具体的な支援分野を特定し、長期的な影響

をもたらす戦略を策定することが求められる。 

また、研修の質を向上させるために、研修後のフォローアップ体制を強化し、研修を受

けた教員の実践を継続的に支援する仕組みを構築する必要がある。これにより、現場での

教育実践の質を向上させ、持続的な教育改革を促進できる。 

さらに、ICT の活用を促進し、遠隔教育支援の可能性を探ることも重要な課題である。

特に、COVID-19 感染拡大を受け、バングラデシュ政府が策定した「COVID-19 Response 

and Recovery Plan」に基づき、テレビ放映用の算数映像教材を作成し、テレビ放映した功績

は大きい。COVID-19 の影響を受けた教育環境の変化を踏まえ、デジタル技術を活用した

教育支援の在り方を検討し、より柔軟で包括的な教育支援を提供することが求められる。 

 

4. 現地政府との協力深化 

JICA の教育協力を持続可能なものとするためには、バングラデシュ政府との協力をより

深化させることが必要である。これまでの協力を通じて築かれた信頼関係を基盤に、教育

政策の策定や実施において JICAがより戦略的な役割を果たすことが期待される。 

また、現地の教育行政官や教員の能力強化を推進することで、JICA の支援がバングラデ

シュの教育制度全体に定着し、長期的な影響を与えることが可能となる。特に、現地の教

育関係者が主体的に改革を進められるよう、知識移転や人材育成を重視した協力を継続す

ることが重要である。そのためにも、JICA がこれまでに提供してきた知見が、バングラデ

シュに蓄積できる仕組みを構築することが求められる。 

さらに、学校レベルでの教育改善を支援するため、学校管理者のリーダーシップ育成に

も重点を置くべきである。校長や教育行政官に対する研修を通じて、教育政策と学校現場

の橋渡しを強化し、持続的な教育改善を促進することが期待される。 

 

JICA の教育協力は、過去 20 年間にわたりバングラデシュの初等教育の発展に大きく貢

献してきた。今後の協力においては、これまでの成果を踏まえつつ、より焦点を絞った支

援を行い、現地政府や他の支援機関との連携を強化することで、持続可能な教育発展を実

現することが求められる。JICA がこれまでに培った経験と知見を生かし、バングラデシュ

の教育の未来に向けた協力をさらに深化させることを期待する。 
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